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さる11月i目、東京 ・四谷の主婦会館プラザヱフにおいて、百名近い皆さまにお集まりいただき、「鈴

木武夫先生を偲ぶ集し、」を開催いたしました。

集いでは、内山巌雄（京都大学教授）、原宏（東京農工大学教授）、長田泰公（元国立公衆衛生院院

長）、小林陽太郎先生（元建築衛生学部長）、淡路剛久（早稲田大学教授、日本環境会議理事長）、原田

正純（熊本学院大学教授、基金世話人）の各氏から、鈴木先生、田尻さんの思い出や私たちに残され

た課題についてなどについてお話ししていただき、儀後に、基金を代表して村田徳治氏（循環資源研

究所所長、基金世話人）から鈴木先生、田尻さんの奥様に花束を贈呈いたしました（写真）。

また、集いに引き続いて持たれた懇親会にも多数の方々にご参加いただき、大分からお趨しいただ

いた稲生享さん、長野の内山卓郎さん、三重の川口祐二さん、j事弁余志郎さん、神奈川の平間正子さ

ん、田嶋いづみさん、青森の菊川慶子さんら田尻貨の受賞者をはじめ参加者からからのご挨拶や、藤

原寿和さんからは10月18日に亡くなられた福岡の矢野トヨコさんもこの会に出ることを楽しみにしてい

たとのご紹介もいただきました。

心あたたまる集まりが持てましたことに感謝いたします。また、 田尻賞受賞者の方々のお話を記録

として残しておくべきとの声におされて、何とか偲ぶ会に間に合わせて一冊の本一『なにやってんだ行

動しよう田尻貨の人びと』ーにまとめました。NEWSLETTERでお伝えした内容を基本としながら、紙帽

の都合で事務局の責任で短縮させていただきましたことをお断りしておきます。これまで基金にカンパ

等いただいた皆さまにお届けさせていただく次第です。（送付済み）

ご案内のとおり、図尻宗昭記念基金はこれをもってその歴史を閉じさせていただきます。長い間基

金に寄せられました皆さまのご支援、ご協力に、あらためて感謝申し上げます。

田尻宗昭記念基金

〒136-0071東京都江東区亀戸7-10-1Zビル5階
PHONE (03) 3636-3882 FAX (03) 3636-3881 



表紙写真／札幌高裁勝利判決後の原告・一宮美恵子さん（前列右から2人目）、貴子さん（同3人目）と支援者（2008.8.29）
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特集／「名ばかり管理職」通達迷走

過労死寸前 高野さんの闘い

今年1月28日、東京地方裁判所は、日本最大の
ハンバーガーチェーン・日本マクドナルドの店長・高
野廣志さんを労働基準法上の「管理監督者」（第
41条第2項）には該当せず、会社が時間外労働手
当等を支払わなかったことは違法として、サービス
残業代等の支払いを命じる判決を下した。
マックの店長の仕事では長時間労働が常態化

し、高野さんも30日以上、60日以上の連続勤務と
早朝深夜のシフト勤務が多数回あったため、時間
外労働時間も月100時間を超えていた。ついには
手がしびれるようになり体調の異変を感じて医療
機関に受診したところ、MRI検査の結果「無症候
性脳梗塞」と診断された。このままでは過労死す
るしかないと思った高野さんは、労働組合に加入。
団体交渉を通じて労働条件の改善を求めたが、
会社は「管理監督者は労働者ではない」との主張
を変えなかったため、裁判を提訴した。
労働基準法が適用除外される「管理監督者」と

は、「経営者と一体的な立場」にある者のこととさ

れている。具体的には、①出退社の自由がある、
②重要な職務と権限が付与されている、③給与・
一時金等で管理監督者にふさわしい待遇がなさ
れているなどが判断ポイントとされてきた。
マック裁判の判決では、高野さんの店長として
の職務と労働実態を詳細に検証したうえで、いず
れにも該当せず、「管理監督者」には当たらないと
した。企業が恣意的に管理職と名づけた労働者
にサービス残業をさせることは違法行為とされたの
である。
この度の東京地裁の判決は、「管理監督者」の
労働者性に関する司法判断の流れを踏まえたも
のであり、「経営者と一体的な立場」に関する判断
要件があらためて確認されたもの。こうした司法
の考え方すれば、いま企業社会に横行する「名ば
かり管理職」のほとんどが違法状態である。野放
しのサービス残業は許されない。
日本マクドナルドでは、今年3月、愛知県内の元
店長が脳梗塞で倒れたのは労災として豊田労働
基準監督署で認定されている。当時の残業時間
は月100時間近くになっていたとのことである。こ
のような「名ばかり管理職」の長時間労働を放置

「名ばかり管理職」に基準
迷走する厚生労働省通達
いのちを削って働く実態にメスを
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し、過重労働による健康被害を許してはならない。
今年8月2日、都内で開かれた「過労死なくそう！
龍基金」第2回中島富雄の授賞式では、高野廣

志さんが表彰された。高野さんの闘いは、今後の
過労死、過労自殺を許さない取り組みに大きな力
を与えてくれた。

コナカでも「名ばかり管理職」告発

紳士服販売業界の最大「コナカ」でも「名ばか
り管理職」を告発し、長時間サービス残業の強制
を許さない闘いが注目を集めている。
茨城県のコナカ鹿島店に勤務する渡邊輝さん

（副主任・26歳）は、連日午前8時から午後11時過
ぎまで働き、残業代もまともに支給されないことに
疑問を持った。ネットで知った東部労働相談セン
ターに相談。渡邉さんは、別の店舗で働いていた
笹川康弘（主任・26歳）さんにも連絡し、一緒にブロ

intavew
7月、鹿島市内で午後9時までの勤務を終えた渡邉さん、笹川さんを訪ね、コナカでの労働

の実態や組合活動についてお聞きしました。 組合をつくってメディアにもたびたび登場しま

したが、二人ともまだ20代半ばのもの静かな青年といった印象でした。

お話をうかがった渡邊輝さん（左）と笹川康弘さん（右）

●組合を作ったきっかけは
渡邊： インターネットでコナカのサービス残業のこ
とが出ていたので興味ありました。休みの日に東
部労働相談センターの事務所まで出かけてみ

た。いろいろ話しているうちに組合に入ってみな
いかと言われ、入るだけならと加入しました。労組
（全国一般全国協議会東京東部労組コナカ
支部）を作って1年半。自分でもこんなことになっ
て正直びっくりしています。
笹川： ちょうど1年半前、僕は辞めるつもりで転職
活動中でした。コナカではもう無理。先はないと
考えていました。4、5年目で辞めていく人がほと
んどです。
渡邉： 会社にばれたら怖いなと思っていましたが、
辞めるつもりだった笹川さんにぶっちゃけて話し
てみたら、「おれも行くよ」と言ってくれました。
●インターネットのブログで実名を公表して訴えま
したね
渡邉： 会社はいまでも怖いですよ。昨年2月2日に
コナカ支部を結成しました。第3回目の団体交

Mac
Don
ald's
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グを通じて、コナカの過酷な勤務の実態を発信し
はじめた。
そして昨年2月、渡邊さんが委員長、笹川さん
が書記長、中村忠久さんが副委員長となり、全国
一般全国協議会東京東部労組コナカ支部を結
成。当初は匿名でブログの書き込みをしていた二
人は、結成をきっかけに実名を公表。サービス残
業や休日出勤の是正を要求してコナカに対する団
体交渉を申し入れたところ、2月27日の朝日新聞には
「ブログで団結労組結成」の記事が掲載され、大
きな反響を呼んだ。20代の若者がブログを通じて
結成を呼びかけた労働組合の闘いは、メディアで
大きく報道されるようになった。
会社は組合結成直後に、一方的に全国700名

の社員に未払い残業代9億円、300名の店長へ臨
時賞与として4億7千万を支給した。しかし、この

金額は過少に見積もられており、到底サービス残
業の実態を踏まえたものではない。組合は数々の
労基法違反で横浜西労基署に申告。昨年6月に
は労基署が、店長は労基法第41条2号「監督若し
くは管理の地位にある者」に該当せず、違法な時

渉で、会社は未払い残業9億円、店長に臨時賞
与4億数7千万円を支払うと一方的に発表しまし
た。僕たち組合員は具体的な金額を計算して
請求をし、支払われましたが、他の社員は給与
明細に金額だけしか載っていないため不満でし
た。店長だった高橋亮さんは200万円。そのため
労働審判に申し立てました。それでも意外に会
社の対応が早かったのにはびっくりしました。もめ
るかなと思っていました。
●コナカでの仕事ぶりはどうでしたか？
笹川： 朝8時半までに入店します。店長、主任、副
主任がいます。主任と副主任は一般社員とかわ
りません。9時半に朝の勉強会があり、商品や販
売の仕方について5分～10分程度勉強します。
その後はひたすら接客とディスプレイなどの店内
作業。昼食を外でとることはない。店に入ったら
閉店するまで出られない。いつ店が混むかもし
れないのでゆっくり飯も食えません。
渡邊： 午後8時に閉店します。基本は8時ですが、
大きな店舗は9時。店長がやりたければ9時まで
やらせます。店の売り上げの数字が足りないの
で延ばすこともしょっちゅうあります。自分たちで

商品を買い取ることもありました。
笹川： 個人の売り上げの数字を本社に電話で報
告します。10万円に足りないシングルの場合はす
ごくつめられる。10万円はいって当たり前。言い
訳できません。数字を達成するために自分で買う
しかなくなります。
渡邊： 閉店後は伝票整理や作業計画などの事
務作業があります。終礼を行い解散するのは午
後9時過ぎ。遅いと深夜1時をまわることもありま
す。残業代はついても2万、3万。みなしで決まっ
ている。
笹川： 大型店や売れる店は残業時間が80時間、
100時間は当たり前です。店を開けている間は
翌日の準備ができません。接客して売ることが優
先。作業は閉店後でもできる。店が開いているう
ちはとにかく売れという方針です。
渡邊： 休みは週一日。年末年始はとれないので休
日出勤です。店長は店の責任者だから、部下に
店の様子を確認するために公休日でも3回店に
電話を入れます。
●組合をつくってから店の様子は変わりました？
渡邊： だいぶコナカ全体で変わってきている。これ

特集/「名ばかり管理職」通達迷走

コナカ
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間外労働、休日労働を是正するよう勧告を行った。
また、元店長の高橋亮さんが、「名ばかり店長」
時代の未払い残業代の支払いを求めて横浜地裁
に労働審判を申し立てた。退職までの2年間、最
低90時間～100時間以上の残業が続き、多いとき
には167時間、157時間という長時間労働を強いら
れた。店舗には店長と社員1名、パート社員2～3
名のギリギリの人員しかいない。店長自ら他の社
員同様に接客し、売上ノルマを達成しなければな
らない。それができなければ、自費で商品を買う
こともたびたびあったという。店長とはいえ単なる
末端の管理職にすぎず、週1回の公休日にも店に
3回電話を入れることが義務付けられており、勤務
態様もパートの管理もすべて本社の指示・命令が
あった。
昨年10月、会社は一方的に就業規則と賃金規

程を改定。店長は管理監督者という取り扱いを廃
止しながらも、資格手当と役職手当を廃止・減少し
た。店長の残業代を役職手当のカットで付け替え
ようとする姑息な手段を講じてきたのである。
本年1月、高橋さんの労働審判は和解したが、

その他2名の店長が申し立てた労働審判では、こ
の8月、横浜地裁で「店長は労働基準法で定める
管理監督者ではない」という判断が出された。前
述のマクドナルド裁判の判決に続く司法判断であ
る。
渡邊さんらがブログで労組の結成を宣言してか

ら1年6か月。コナカとの団体交渉もすでに18回目
を数え、多くの成果を勝ち取ってきている。組合で
はブログを通じて団体交渉や労働審判、組合の
活動を伝え、組合員数を増やしている。
渡邊さん、笹川さんは今も鹿島市内のコナカの

からは残業をつけなくてはならなくなった。それ
できっちり8時間でシフトを組んで残業させないよ
うになっている。人件費を抑制するため。ベース
の賃金がかなり低いから、社員でもワーキングプ
アーです。昨年10月に就業規則が変わり、店長
の役職手当が削減されました。僕たち主任、副
主任の手当は変更無し。残業代はきっちり払わ
せています。自分たちがいる大型店ではある程
度残業はできますが、残業がなければ手取り18
万円程度。残業しなければ生活できません。い
ちいち店長に残業を申請させるようになりました
が、それが面倒でつけない人もいます。
●過労で健康上の不安はありませんか？
渡邊： まだ若いのであまり感じませんが、40代の
社員の方は体がきつそうでした。研修の最中に
倒れた人もいたそうです。
笹川： 体は壊します。とにかく先が見えない。30歳
～40歳になってこの仕事はできません。30歳に
なって辞めるなら今辞めて違う仕事をした方が
いい。10人が10人とも辞めていく世界です。早く
辞めてよかったという話しか聞きません。
●ノルマはあるの？

笹川： 個人の予算があるためそのノルマを達成
するためには休日出勤してただ働きします。回り
がそうしているので仕方がない。昔のコナカは月
末になると社員の目の色が違っていました。達成
できないと、「何でできないんだ」と店長や上の社
員から言われます。異常でおかしいと思います。
渡邊： 東戸塚のコナカ本部では、全寮制で半年
間の研修を行います。全国から集めてしごかれ
る。もう洗脳です。昔は睡眠時間が3、4時間と聞
きました。休みの日でも働きに出る。そうやった人
が店長になれるのです。店長になれば収入も増
える。社員のままだと給料が低いですから。前ま
では店長をめざす気持ちはありましたが、魅力
がなくなりました。10月から店長手当も減らされて
いる。いまはわかりません。研修で半年間も家族
と別れるのはいやです。店長になりたてのやつ
は全然違う。上に逆らえない。絶対命令をきく。
店長に殴られ、転勤した先の店長にもいじめら
れて退職した同期の人もいます。彼に電話をし
たら、「渡邊君と一緒に組合作ってもよかったな」
と言われました。つらかったと思います。
笹川： 今もノルマは変わりませんが、クリアできなく
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店舗で働いている。1年半前に比べ労働時間が
守られ、残業代もしっかりつくようになった。
組合のブログを通じて全国のコナカで働く仲間

とつながり、会社との団体交渉や組合活動に積
極的に取り組んでいる。NPO法人労働相談セン
ター・相談スタッフ日記「紳士服コナカ」にも注目を！
（http://www.rodosodan.org/）

迷走する厚生労働省通達

以上は東京労働安全衛生センター機関紙『安
全と健康』6・7月号の特集記事で、後掲のコナカで
労組を結成した渡邉さん、笹川さんに対するインタ
ビューも掲載している（3～6頁参照）。
その後9月9日付けで厚生労働省は、「多店舗展
開する小売業、飲食業等の店舗における管理監
督者の範囲の適正化について」という通達を発出

した（7頁）。しかし、発出当初から、この通達に対
しては、上記のような各地での取り組みや判例に
逆行するものだという批判が殺到した。
9月29日には、連合が「『管理監督者の新通達』

に関する緊急集会」を開催して撤回または修正な
どの改善を求めていくことを確認。同日、日本労
働弁護団も「意見」（13頁）を公表して、厚生労働
省に申し入れた。10月10日には厚生労働省は監
督課長名の留意事項通達として、「Q&A」（10頁）
を出さざるを得ないはめに陥った。
残念ながらこれによっても、批判が解消されたと

は到底言い難い。上述のような判例に加えて、労
働時間規制に新たな適用除外を持ち込もうとした
ホワイトカラー・エグゼンプションの導入を阻止する
ことができているとは言うものの、行政解釈によって
労働時間規制の形骸化が促進されるような
ことを許すわけにはいかない。

てもそれほど言われなくなりました。
●仲間が増えましたが、第2組合もできましたね
渡邊： コナカの労働条件はだいぶよくなりました。
有給休暇も使えるようになりましたが、まだ言い
出せるやつがいない。今は有休を使って組合活
動しています。団体交渉の前の午前中に集まっ
て会議をやったりします。
渡邉： 最初の頃は孤立感がすごかった。組合を
立ち上げても人が集まらなければどうしよう。自
分たちもやめざるを得なくなるのではという不安
感がありました。組合に入ってほしかったです
ね。
笹川： 職場での立場は主任、副主任という低い立
場なので、ビクビクしながら仕事をしていたという
感じです。
渡邊： いまは自分の店の店長は賛成しないが邪
魔もしない。仕事だけはちゃんとやってくれよとい
う感じです。
笹川： 最初、残業代をもらったときは「会社をつぶ
す気か！」と言われたこともありました。
渡邊： 今年の2月にゼンセン同盟のコナカユニオン
ができました。店長クラスがバンバンやっていま

す。エリアマネージャー単位で加入している。本
社の役員が係わっているかどうか分かりません
が、組合の委員長が新入社員の研修会に出て
講演しているようです。委員長は笹川と同じで7
年目の店長。副院長は総本店にいた。結構顔の
広い店長だった。組合費のチェックオフをやって
いる。入らないと僕たちの組合に入っているとに
らまれる。自分たちの組合がつぶれたらますます
会社の労働条件は悪くなる一方です。
笹川： 組合を作って残業代を支払わせることがで
きたが、ゼンセンの組合に入って、僕たちを見る
と知らない顔をする。正直頭にくることもある。自
分たちのため従業員のためにやっているのに、
何で後ろを向くのか。
渡邊： これだけ世論に支持されているのに、なぜ
みんなゼンセンなんかに入るのか。なんで会社で
は自分たちが悪者になるのか。会社の中は逆行
しています。
●渡邊さん、笹川さん、お疲れのところ、快くインタ
ビューにご協力いただき、ありがとうございまし
た！

特集/「名ばかり管理職」通達迷走
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基発第0909001号
平成20年9月9日

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

多店舗展開する小売業、飲食業
等の店舗における管理監督者の
範囲の適正化について

小売業、飲食業等において、いわゆるチェーン
店の形態により相当数の店舗を展開して事業活
動を行う企業における比較的小規模の店舗にお
いては、店長等の少数の正社員と多数のアルバイ
ト・パート等により運営されている実態がみられる
が、この店舗の店長等については、十分な権限、
相応の待遇等が与えられていないにもかかわらず
労働基準法（昭和22年法律第49号）第41条第2
号に規定する「監督若しくは管理の地位にある者」
（以下「管理監督者」という。）として取り扱われる
など不適切な事案もみられるところである。
店舗の店長等が管理監督者に該当するか否

かについては、昭和22年9月13日付け発基第17
号、昭和63年3月14日付け基発第150号に基づき、
労働条件の決定その他労務管理について経営者
と一体的な立場にある者であって、労働時間、休
憩及び休日に関する規制の枠を超えて活動するこ
とが要請されざるを得ない重要な職務と責任を有
し、現実の勤務態様も、労働時間等の規制になじ
まないような立場にあるかを、職務内容、責任と権
限、勤務態様及び賃金等の待遇を踏まえ、総合
的に判断することとなるが、今般、店舗の店長等
の管理監督者性の判断に当たっての特徴的な要
素について、店舗における実態を踏まえ、最近の
裁判例も参考として、下記のとおり整理したところ
である。ついては、これらの要素も踏まえて判断
することにより、店舗における管理監督者の範囲
の適正化を図られたい。
なお、下記に整理した内容は、いずれも管理監

督者性を否定する要素に係るものであるが、これ
らの否定要素が認められない場合であっても、直
ちに管理監督者性が肯定されることになるもので
はないことに留意されたい。

記

1 「職務内容、責任と権限」についての判断要素

店舗に所属する労働者に係る採用、解雇、人
事考課及び労働時間の管理は、店舗における労
務管理に関する重要な職務であることから、これ
らの「職務内容、責任と権限」については、次のよ
うに判断されるものであること。
（1） 採用
店舗に所属するアルバイト・パート等の採用（人
選のみを行う場合も含む。）に関する責任と権限が
実質的にない場合には、管理監督者性を否定す
る重要な要素となる。
（2） 解雇
店舗に所属するアルバイト・パート等の解雇に関

する事項が職務内容に含まれておらず、実質的に
もこれに関与しない場合には、管理監督者性を否
定する重要な要素となる。
（3） 人事考課
人事考課（昇給、昇格、賞与等を決定するため
労働者の業務遂行能力、業務成績等を評価する
ことをいう。以下同じ。）の制度がある企業におい
て、その対象となっている部下の人事考課に関す
る事項が職務内容に含まれておらず、実質的にも
これに関与しない場合には、管理監督者性を否
定する重要な要素となる。
（4） 労働時間の管理
店舗における勤務割表の作成又は所定時間
外労働の命令を行う責任と権限が実質的にない
場合には、管理監督者性を否定する重要な要素
となる。

2 「勤務態様」についての判断要素

管理監督者は「現実の勤務態様も、労働時間
の規制になじまないような立場にある者」であるこ
とから、「勤務態様」については、遅刻、早退等に
関する取扱い、労働時間に関する裁量及び部下
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管理監督者性を否定する重要な要素 管理監督者性を否定する補強要素

職務内容、

責任と権限

①アルバイト・パート等の採用について責任

と権限がない

②アルバイト・パート等の解雇について職務

内容に含まれず、実質的にも関与せず

③部下の人事考課について職務内容に含

まれず、実質的にも関与せず

④勤務割表の作成、 所定時間外労働の命

令について責任と権限がない

勤務態様

①遅刻、早退等により減給の制裁、人事考

課での負の評価など不利益な取扱いがさ

れる

①長時間労働を余儀なくされるなど、実際には労働時

間に関する裁量がほとんどない

②労働時間に規制を受ける部下と同様の勤務態様が

労働時間の大半を占める

賃金等の

待遇

①時間単価換算した場合にアルバイト・パー

ト等の賃金に満たない

②時間単価換算した場合に最低賃金額に

満たない

①役職手当等の優遇措置が割増賃金が支払われな

いことを考慮すると十分でなく労働者の保護に欠け

る

②年間の賃金総額が一般労働者と比べ同程度以下

である。

多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗における管理監督者の具体的な判断要素について

他の要素を総合的に判断

の勤務態様との相違により、次のように判断される
ものであること。
（1） 遅刻、早退等に関する取扱い
遅刻、早退等により減給の制裁、人事考課での
負の評価など不利益な取扱いがされる場合には、
管理監督者性を否定する重要な要素となる。
ただし、管理監督者であっても過重労働による
健康障害防止や深夜業に対する割増賃金の支
払の観点から労働時間の把握や管理が行われる
ことから、これらの観点から労働時間の把握や管
理を受けている場合については管理監督者性を
否定する要素とはならない。
（2） 労働時間に関する裁量
営業時間中は店舗に常駐しなければならない、

あるいはアルバイト・パート等の人員が不足する場
合にそれらの者の業務に自ら従事しなければなら
ないなどにより長時間労働を余儀なくされている場
合のように、実際には労働時間に関する裁量がほ
とんどないと認められる場合には、管理監督者性
を否定する補強要素となる。
（3） 部下の勤務態様との相違
管理監督者としての職務も行うが、会社から配
布されたマニュアルに従った業務に従事している
など労働時間の規制を受ける部下と同様の勤務
態様が労働時間の大半を占めている場合には、
管理監督者性を否定する補強要素となる。

3 「賃金等の待遇」についての判断要素

特集/「名ばかり管理職」通達迷走

昭和22年9月13日基発第17号・昭和63年3月14日付け基発第150号において示された管理監督者の「職務内

容、責任と権限」「勤務態様」「賃金等の待遇」について、多店舗展開する小売業、飲食業等の店舗の実態を踏

まえ、店長等の管理監督者の判断に当たっての特徴的な要素を具体的に整理
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管理監督者の判断に当たっては「一般労働者
に比し優遇措置が講じられている」などの賃金等
の待遇面に留意すべきものであるが、「賃金等の
待遇」については、基本給、役職手当等の優遇措
置、支払われた賃金の総額及び時間単価により、
次のように判断されるものであること。
（1） 基本給、役職手当等の優遇措置
基本給、役職手当等の優遇措置が、実際の労
働時間数を勘案した場合に、割増賃金の規定が
適用除外となることを考慮すると十分でなく、当該
労働者の保護に欠けるおそれがあると認められ
るときは、管理監督者性を否定する補強要素とな
る。
（2） 支払われた賃金の総額
一年間に支払われた賃金の総額が、勤続年
数、業績、専門職種等の特別の事情がないにもか
かわらず、他店舗を含めた当該企業の一般労働
者の賃金総額と同程度以下である場合には、管
理監督者性を否定する補強要素となる。
（3） 時間単価
実態として長時間労働を余儀なくされた結果、
時間単価に換算した賃金額において、店舗に所
属するアルバイト・パート等の賃金額に満たない場
合には、管理監督者性を否定する重要な要素とな
る。
特に、当該時間単価に換算した賃金額が最低
賃金額に満たない場合は、管理監督者性を否定
する極めて重要な要素となる。

参考2／管理監督者についての条文及び通達

●労働基準法（昭和22年法律第49号）（抄）
（労働時間等に関する規定の適用除外）
第41条 この章、第6章及び第6章の2で定める労
働時間、休憩及び休日に関する規定は、次の各
号の一に該当する労働者については適用しな
い。
一 （略）
二 事業の種類にかかわらず監督若しくは管
理の地位にある者又は機密の事務を取り扱
う者

三 （略）

●管理監督者の範囲についての解釈例規

監督又は管理の地位にある者の範囲
（昭和22年9月13日付け発基17号、昭和63年3月14
日付け基発150号）
法第41条第2号に定める「監督若しくは管理の
地位にある者」とは、一般的には、部長、工場長
等労働条件の決定その他労務管理について経
営者と一体的な立場にある者の意であり、名称に
とらわれず、実態に即して判断すべきものである。
具体的な判断にあたつては、下記の考え方によら
れたい。

記
（1） 原則
法に規定する労働時間、休憩、休日等の労働
条件は、最低基準を定めたものであるから、この
規制の枠を超えて労働させる場合には、法所定の
割増賃金を支払うべきことは、すべての労働者に
共通する基本原則であり、企業が人事管理上あ
るいは営業政策上の必要等から任命する職制上
の役付者であればすべてが管理監督者として例
外的取扱いが認められるものではないこと。
（2） 適用除外の趣旨
これらの職制上の役付者のうち、労働時間、休
憩、休日等に関する規制の枠を超えて活動するこ
とが要請されざるを得ない、重要な職務と責任を
有し、現実の勤務態様も、労働時間等の規制にな
じまないような立場にある者に限つて管理監督者
として法第41条による適用の除外が認められる趣
旨であること。従つて、その範囲はその限りに、限
定しなければならないものであること。
（3） 実態に基づく判断
一般に、企業においては、職務の内容と権限等

に応じた地位（以下「職位」という。）と、経験、能
力等に基づく格付（以下「資格」という。）とによつて
人事管理が行われている場合があるが、管理監
督者の範囲を決めるに当たつては、かかる資格及
び職位の名称にとらわれることなく、職務内容、責
任と権限、勤務態様に着目する必要があること。
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（4） 待遇に対する留意
管理監督者であるかの判定に当たつては、上
記のほか、賃金等の待遇面についても無視し得な
いものであること。この場合、定期給与である基
本給、役付手当等において、その地位にふさわし
い待遇がなされているか否か、ボーナス等の一時
金の支給率、その算定基礎賃金等についても役
付者以外の一般労働者に比し優遇措置が講じら
れているか否か等について留意する必要があるこ
と。なお、一般労働者に比べ優遇措置が講じら
れているからといつて、実態のない役付者が管理
監督者に含まれるものではないこと。

参考3／多店舗展開する小売業、飲食業等の
店舗における管理監督者の範囲の適正化を

主眼とした監督指導結果の概要

1  対象、時期等
全国の労働基準監督署において、管理監督者

監督対象 監督店舗数
企業の規模 事業場規模

～299人 ～999人 1000人～ ～29人 30～99人 100人～
計 66 9 23 21 33 26 7
小売業 36 6 15 13 16 14 6
飲食業 29 3 7 8 17 12 0
旅館業 1 0 1 0 0 0 1

※1企業で複数の店舗を監督したものがあるので、企業数と店舗数は同一ではない。

の範囲に問題があると考えられる店舗66店（企業
数53社）に対し、平成20年4月～6月に実施。
2  調査結果
（1） 管理監督者として取り扱われている者の有無
・ 既に見直しが行われ管理監督者として
 取り扱われている者がいなかった店舗 11店
・ 管理監督者として取り扱われている者
 がいた店舗  55店
 うち 店長（支店長・支配人等を含む。） 
      55人…①
   店長以外の者（副店長、部門
   長、主任等） 33人…②

（2） ①の店長の内訳
・ 管理監督者と認められる店長 10人…③
・ 管理監督者と認められない店長 45人…④

（3） ②の店長以外の者の内訳
・ 管理監督者と認められる者 0人
・ 管理監督者と認められない者 33人

基監発第1003001号
平成20年10月3日

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局監督課長

多店舗展開する小売業、飲食業
等の店舗における管理監督者の
範囲の適正化を図るための周知
等に当たって留意すべき

事項について

標記については、平成20年9月9日付け基発第
0909001号「多店舗展開する小売業、飲食業等の
店舗における管理監督者の範囲の適正化につい
て」（以下「通達」という。）等により当該店舗におけ
る労働基準法（昭和22年法律第49号）第41条第
2号に規定する「監督若しくは管理の地位にあるも
の」（以下「管理監督者」という。）の範囲の適正
化を図るよう指示されたところである。
通達については、一部に、管理監督者の範囲

について誤解を生じさせかねないとの意見がある
ことを踏まえ、管理監督者の範囲の適正化を図る
ための周知及び監督指導等に当たっては、以下
の点について十分留意の上懇切丁寧な説明を行

特集/「名ばかり管理職」通達迷走
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い、通達の趣旨・内容が正確に理解されるよう配意
されたい。
（1） 通達は、店舗の店長等について、十分な権
限、相応の待遇等が与えられていないにもかか
わらず管理監督者として取り扱われるなど不適
切な事案もみられることから、その範囲の適正化
を図ることを目的として発出したものであること。

（2） 通達は、昭和22年9月13日付け発基第17号・
昭和63年3月14日付け基発第150号（以下「基
本通達」という。）で示された管理監督者につい
ての基本的な判断基準の枠内で、店舗におけ
る特徴的な管理監督者の判断要素を整理した
ものであるので、基本的な判断基準を変更した
り、緩めたりしたものではないこと。

（3） 通達で示した判断要素は、監督指導におい
て把握した管理監督者の範囲を逸脱した事例
を基に管理監督者性を否定する要素を整理し
たものであり、これらに一つでも該当する場合に
は、管理監督者に該当しない可能性が大きいと
考えられるものであること。

（4） 通達においては、これらに該当すれば管理監
督者性が否定される要素を具体的に示したも
のであり、これらに該当しない場合には管理監
督者性が認められるという反対解釈が許され
るものではないこと。これらに該当しない場合に
は、基本通達において示された「職務内容、責
任と権限」、「勤務態様」及び「賃金等の待遇」
の実態を踏まえ、労務管理について経営者と一
体的な立場にあるか否かを慎重に判断すべきも
のであること。
なお、別添のとおり「『多店舗展開する小売業、
飲食業等の店舗における管理監督者の範囲の適
正化について』に関するＱ＆Ａ」を取りまとめたの
で、説明等に当たって参考とされたい。

「多店舗展開する小売業、飲食業等の
店舗における管理監督者の範囲の
適正化について（平成20年9月9日付け
基発第0909001号）」に関するQ＆A

問1 今回の通達を発出した理由は何ですか。

答 今回の通達は、「名ばかり管理職」として、多
店舗展開企業における小規模な店舗の店長等
について、十分な権限、相応の待遇が与えられ
ていないにもかかわらず、労働基準法上の管理
監督者であるとして、長時間労働を行わせるな
ど不適切な事案がみられることから、こうした事
態に対処し、管理監督者の範囲の適正化を図
る目的で出したものです。
問2 今回の通達で示された判断要素は、管理監
督者に係る「基本的な判断基準（昭和22年発
基17号・昭和63年基発150号。以下同じ。）」を
緩めているのではないですか。
答 今回の通達では、「基本的な判断基準」にお
いて示された職務内容、責任と権限、勤務態様
及び賃金等の待遇に関する基準の枠内におい
て、また、いわゆるチェーン展開する店舗等にお
ける店長等の実態を踏まえ、最近の裁判例も参
考にして、特徴的に認められる管理監督者性を
否定する要素を整理したものです。
  したがって、「基本的な判断基準」を変更した
り、緩めたりしたものではなく、逸脱事例を具体
的に示すことで、「基本的な判断基準」が適正
に運用されるようにするものです。
問3 今回の通達で示された否定要素に当てはま
らない場合は、管理監督者であると判断される
のですか。
答 今回の通達で示された否定要素は、監督指
導において把握した管理監督者の範囲を逸脱
した事例を基に整理したものであり、すべて管
理監督者性を否定する要素です。したがって、
これに一つでも該当する場合には、管理監督者
に該当しない可能性が大きいと考えられます。
  一方、こうした否定要素の性格からは、「これ
に該当しない場合は管理監督者性が肯定され
る」という反対解釈が許されるものではありませ
ん。仮に、今回の通達で示された否定要素に当
てはまらない場合であっても、実態に照らし、「基
本的な判断基準」に従って総合的に管理監督
者性を判断し、その結果、管理監督者性が否定
されることが当然あり得るものです。
問4 「重要な要素」と「補強要素」を区分けして
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示した理由は何ですか。
答 今回の通達で示した要素は、いずれも重視す
べき要素ですが、その中でも「重要な要素」は、
監督指導において把握した実態を踏まえ、これら
の事項すら満たされていないのであれば、管理
監督者性が否定される可能性が特に大きいと考
えられる逸脱事例を強調して示したものです。
問5 今回の通達で「職務内容、責任と権限」につ
いて挙げられている要素だけでは、労務管理に
ついて経営者と一体的な立場にある重要な職務
と権限を有するとは言い難いのではないですか。
答 「基本的な判断基準」において、管理監督
者は「労務管理について経営者と一体的な立
場にある者の意」であるとされ、その範囲として、
「労働時間等に関する規制の枠を超えて活動
することが要請されざるを得ない重要な職務と
責任を有し」ていることとされています。今回の
通達は、「基本的な判断基準」を前提として、そ
の枠内で、監督指導において把握した実態を
踏まえ、裁判例も参考にして、管理監督者性を
否定する特徴的な判断要素を示したものであっ
て、これに該当すれば、労務管理について経営
者と一体的な立場にある重要な職務と権限を
有するものとして管理監督者性が肯定される、と
いう要素を示したものではありません。
問6 店長であればパートタイマー等の採用権限が
あるのは当たり前であって、判断要素にならない
のではないですか。
答 監督指導において把握した実態においては、
店長であってもパートタイマー等の採用権限が
ないケースが認められたところです。また、今回
の通達の対象は、店舗の店長だけではなく、そ
の部下であって管理監督者として取り扱われて
いる者も対象としていますが、このような者につ
いては、パートタイマー等の採用権限がない者
が多い実態にあるので、判断要素として有効に
機能するものと考えています。
  なお、店舗における管理監督者の判断に当
たっては、裁判例においてもパートタイマー等の
採用権限の有無について判断しています。
問7 今回の判断要素の中で、「時間単価に換算し

た賃金額が最低賃金額に満たない場合」など
のあまりに低い水準を示したにすぎない判断要
素は、これによって管理監督者性が否定される
ものはまれであるばかりか、結果として管理監督
者の範囲を広げることになるではないですか。
答 今回の判断要素は、監督指導で把握した管
理監督者の逸脱事例を踏まえ示したものであ
り、ご質問のような「基本的な判断基準」からの
逸脱が特に著しく、問題であると考えられる実態
も認められたため、否定要素として挙げたもので
す。
  もちろん、実際の労働時間数に応じて時間単
価に換算した賃金額が最低賃金額を上回った
としても、管理監督者性が肯定されることにはな
らないのは当然のことです。（問3参照）
  むしろ、「基本的な判断基準」において、管理
監督者は賃金等についてその地位にふさわし
い待遇がなされていること、とされており、最低賃
金額に近い賃金水準である場合などには、当然
これを満たさないこととなります。
問8 「賃金等の待遇」についての「アルバイト・
パートの賃金額」「時間単価換算した場合の最
低賃金額」などの要素は当然のことを言ってい
るに過ぎず、むしろ補強要素として示されている
「基本給、役職手当等の優遇措置」や「支払
われた賃金の総額」の要素こそ重視されるべき
ではないですか。
答 今回の通達で示した要素は、いずれも管理
監督者性の判断に当たって重視すべき要素で
あり、補強要素としているものについても、重視さ
れるべきことに変わりはありません。（問4参照）
  時間単価に換算した賃金額を比較した判断
要素は、仮に賃金について何らかの優遇措置
が講じられているとしても、実態として長時間労
働を余儀なくされている場合には、実際の労働
時間数で賃金額を割り戻すと、優遇どころか、実
質的にはアルバイト・パート等の賃金額や、さらに
は最低賃金額にも満たないようなケースもあり、
このような場合には、管理監督者性が否定され
て当然と考えられることから、重要な否定
要素として、特に示したものです。

特集/「名ばかり管理職」通達迷走
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「多店舖展開する小売業、飲食業等の店舖おける管理監督者
の範囲の適正化について」についての意見

2008年9月29日
日本労働弁護団幹事長  小島周一

1  はじめに

厚生労働省（労働基準局長）は、2008年9月9日、
都道府県労働局長に宛てて「多店舖展開する小
売業、飲食業等の店舖における管理監督者の範囲
の適正化について」（平20.9.9基発第0909001号）と
題する通達を発出した（以下、「本通達」という）。
本通達は、「小売業、飲食業等において、いわ

ゆるチェーン等の形態により相当数の店舖を展開
して事業活動を行なう企業における比較的小規
模の店舖においては、店長等の少数の正社員と
多数のアルバイト・パート等により運営されている実
態がみられるが、この店舖の店長等については、
十分な権限、相応の待遇等が与えられていない
にもかかわらず労働基準法第41条2号に規定する
『監督若しくは管理の地位にある者』（以下「管理
監督者」という）として取り扱われるなど不適切な
事案もみられるところである」として、店舖における
管理監督者の範囲の適正化を図るとしている。
しかし、本通達が掲げる管理監督者性を否定
する「管理監督者の具体的な判断要素」は、まず
否定する要素のみを摘示するという重大な誤りを
犯している。そもそも、労基法の労働時間に関す
る規制はすべての労働者に適用されるのが原則
であり、法41条2号は使用者に対する免罰・免責
規定と位置づけられる。すなわち、本来、従来の
裁判例や通達（昭和63年3月14日基発第150号）を
実態に即して具体化し、どのような要件があれば、
「経営者と一体」とされる管理監督者に該当する
のかという肯定要素を示し、これに該当しないもの
は免罰・免責の対象とならないことを示すことこそ、
本通達に求められるのである。本通達は、否定

要素のみ示すことによって、原則と例外の関係を
逆転させるという重大な誤りを犯している。
加えて、本通達は、本来、管理監督者が労働
時間規制の例外であることから、その該当性判断
は厳格になされなければならないにもかかわらず、
一見明白に管理監督者性が否定される要素のみ
限定して取り上げるという誤りを犯している。
このため、管理監督者の範囲を厳格に制限す
るという労基法の行政解釈として本来通達に期待
される機能を全く果たしていないばかりか、これら
の否定要素さえなければ、管理監督者として取り
扱うことが許容されるかのような重大な誤解を生み
出しかねないものとなっている。
たしかに、本通達は、「下記に整理した内容は、
いずれも管理監督者性を否定する要素に係るも
のであるが、これらの否定要素が認められない場
合であっても、直ちに管理監督者性が肯定される
ことになるものではないことに留意されたい」と留保
しているが、いかなる場合に管理監督者性が肯
定されるのかが示されておらず、前記のような誤解
を払拭するものとはなっていない。
さらには、労基法の規定はいうまでもなく農業・
水産業等を除くすべての業種、労働者に適用され
るものであり、特定の業種、業界についてその判
断基準を緩和することなど許されないが、本通達
は、チェーン展開する飲食店、小売店の店舖責任
者について、不当に管理監督者の判断基準を緩
和しており、この点からも極めて閥題が大きい。
もとより、行政通達は、監督行政発動の基準を
示したものであり、民事上の権利義務の存在の判
断基準となるものではないが、労基法のコンプライ
アンスについて重大な行政責任を負う厚生労働
省の消極的姿勢を示したものといわざるを得ず、
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厳しく批判されなければならない。
日本労働弁護団は、本通達を速やかに撤回し、
真に労働者の保護に資する厳格な判断基準を改
めて示すよう求めるものである。

2  管理監督者性判断についての視点

管理監督者性の判断塞準を示すにあたって
は、労働者保護の観点から、労働時間についての
自由裁量性がもっとも重要な要件であることを明記
し、出退勤の時刻、休憩の時刻、休日の取得数と
取得日、日・週・月・年単位の各総労働時間につい
て、使用者の指揮命令を受けず、就業規則又は
労働契約による拘束も受けず、労働者自らの自由
な意思に基づき決定し、これを実行することができ
る者であってはじめて、労働基準法による労働時
間規制の必要のない労働者であると言えることを
確認すべきである。
本通達は裁判例を参考にしたとしているが、極

めて疑問である。これまで飲食店、小売店の店
舖責任者において、管理監督者性が肯定された
裁判例は、公刊されたものには見当たらない。公
刊された裁判例において、管理監督者性が肯定
されたものは、これまでわずかに数例しかない（否
定例は30例以上に上る）。
肯定例をみると、採用人事の計画・決定権限

が与えられ、役職手当を支給されている「人事課
長」（徳州会事件・大阪地裁昭62.3.31労判497号）、
経理・人事・庶務全般を管掌する「総務局次長」と
して任用された者（日本プレジデントクラブ事件・東
京地裁昭63.4.27労判517号）、経営方針を確立す
る機関である経営企画室に参加する部長（各営
業部の最高責任者）の上位に位置づけられる管
理者（パルシングオー事件・東京地裁平9.1.28労判
725号）、9名の部員の管理業務を行い、代表者と
部門責任者のみからなる経営会議に出席し、待
遇も代表者、工場長に次ぐ地位にあった営業部長
（センチュリー・オート事件東京地判平19.3.22労
判938号）、経営協議会のメンバーであり、多数の
乗務員を直接指導監督し、待遇も従業員で最高
額を得ていたタクシー会社の営業部次長（姪浜タ

クシー事件・福岡地判平19.4.26労判948号）、30名
以上の部下を統括する証券会社の大阪支店長
で全従業員349名中上から15、6番の地位にあっ
た者（日本ファースト証券事件・大阪地判平20.2.8
労経速1998号）といった例であり、これらの中には
判断基準及び結論に首肯し得ないものも含まれて
いるが、少なくとも「 経営者と一体」とされる労働
者は、本通達の判断基準とは比べものにならない
ほど、企業内で高い地位と権限が前提とされてい
ることは明らかである。基準を示すのであれば、
少なくともどのような労働者が管理監督者として認
定されているのかを俳せて示すべきである。

3  労働時間規制の趣旨と
  適用除外についての考え方

労働基準法（労基法）は労働条件の最低基準
を定め、原則としてすべての労働者に適用される
労働者保護法である。中でも、労働時間に関す
る規制は、もっとも重要な規制として、近年長時間
労働による健康被害が多発する状況のもとでます
ます重要性を高めている。近時、過労死・過労自
殺の悲劇が多発しているが、多くの犠牲者が企業
内で管理職とされている層と重なっていることに留
意しなければならない。
労基法が使用者に対して罰則をもって義務付

けている諸規定には、法定労働時間（法32条）、休
憩（法34条）、法定休日（法35条）、時間外・休日労
働についての労使協定の締結・届出義務（法36
条）、時間外・休日労働及び深夜労働についての
割増賃金の支払（法37条）がある。これらは、いず
れも、適正な労働時間を確保し、過重労働を防止
するための最低限の規制である。
労基法41条2号は上記規制が対象とする労働
者について例外を定めるものであり、この例外が
緩やかに解されて管理監督者に当たるとされれ
ば、際限なき長時間労働をさせることが割増賃金
を払うことなく可能となり、労働時間規制が形骸化
するおそれがある。それ故に、管理監督者性の
判断は厳しくなされなければならないことは、労基
法が当然に要請するところであり、法の保護が及

特集/「名ばかり管理職」通達迷走
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ばない労働者とされる適用除外の範囲について
は労働時間規制の適用がなくとも法の保護に欠け
ることのない労働者であるという法の趣旨を厳格
に踏まえ、その実態からみて、出退勤についての
自由裁量性を有し、経営者と一体であるといえる
にふさわしい地位・権限を与えられ、割増賃金の支
払が受けられなくとも、これを十分カバーできるだけ
の待遇がなされている労働者に限定されるべきこ
とが確認されなければならない。

4  判例及び従来の行政解釈の
  判断枠組み

昭和63年3月14日基発第150号は、適用除外の
範囲は「限定しなければならない」と明確に述べ、
管理監督者（労働条件の決定その他労務管理に
ついて経営者と一体酌な立場にある者）の要件と
して、
① 「労働時間、休憩、休日等に関する規制の枠
を超えて活動することが要請されざるを得ない、
重要な職務と責任を有し」、
② 「現実の勤務態様も、労働時間等の規制にな
じまないような立場にある者」に限定した。そし
て、管理監督者の範囲を決めるに当たっては、
  a 職務内容、責任と権限、b 勤務態様、c 賃
金等の待遇面、の事情を考慮するものとしてい
る。
  また、多数の裁判例においても同様の判断
枠組みが用いられてきた。
例えば、ミューズ音楽院事件・東京高判平17.3.
30労判905号は、「法1条の原則にかんがみれば、
法41条2号の規定に該当する者（管理監督者）が
時間外手当支給の対象外とされるのは、その者
が、経営者と一体酌な立場において、労働時間、
休憩及び休日等に関する規制の枠を超えて活動
することを要請されてもやむを得ないものといえるよ
うな重要な職務と権限を付与され、また、そのゆえ
に賃金等の待遇及びその勤務態様において、他
の一般労働者に比べて優遇措置が講じられてい
る限り、厳格な労働時間等の規制をしなくてもその
保護に欠けるところがないという趣旨に出たものと

解される」と述べている。そして、「管理監督者に
該当するといえるためには、その役職の名称だけ
でなく、」「（労働者が）実質的に以上のような法の
趣旨が充足されるような立場にあると認められるも
のでなけれぱならない」と判示している。
本通達は、本文において上記250号通達を引用

しているものの、具体的な判断要素の定立につい
ては、肯定要素を何ら示すことなく、極めて明白な
否定要素だけに限定しており、およそ管理監督者
の範囲を厳しく限定する機能を欠いている。

5  本通達の判断要素の間題点

本通達の具体的な判断要素については、別添
の表が付されており、「管理監督者性を否定する
重要な要素」（以下、「重要な要素」という）及び
「管理監督者性を否定する補強要素」（以下、「補
強要素」という）にわけて、それぞれ、「職務内容、
責任と権限」「勤務態様」「賃金等の待遇」の項目
ごとに判断要素を列記している。

（1） 労働時間の自由裁量性（勤務態様）について

管理監督者性の判断要素の申では、労働時間
についての自由裁量性が労働者保護の観点から
最も中核をなす要件といえる。自ら労働時間をコン
トロールできるだけの裁量性がなければ、長時間
労働を防止することなど不可能である。そのため
には、業務量その他に裁量性が必要である。
管理監督者性判断においては、労働時間につ

いての自由裁量性がもっとも重要な要件であること
を明記し、出退勤の時刻、休憩の時刻、休日の取
得数と取得日、日・週・月・年単位の各総労働時間
について、使用者の指揮命令を受けず、就業規
則又は労働契約による拘束も受けず、労働者自ら
の自由な意思に基づき決定し、これを実行すること
ができる者であってはじめて、労働基準法による労
働時間規制の必要のない労働者であると言えるこ
とを確認すべきである。
この点、本通達は「補強要素」として、・長時間
労働を余儀なくされるなど、実際には労働時間に
関する裁量がほとんどない、・労働時間の規制を
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受ける部下と同様の勤務態様が労働時商の大半
を占めるという基準を掲げている。
これら補強要素については、店舖責任者の過
重労働の実態にある程度目配りしたものとして評
価することができるものの、これを「補強要素」にと
どめていることは極めて不十分である。
名ばかり管理職問題の本質は、店舗責任者が
管理監督者として扱われることによって、実際には
管理的労働に加えて非管理的労働（現場労働、
アルバイト・パートと同様の仕事）をさせられ、それ
によって長時間労働に追いやられる危険性が常
に内包している点にある。この点に着目すれば、
上記・、・は単なる「補強要素」に位置づけるべき
ではなく、指導にあたっての重要な要素と位置づ
け、あわせて前記のとおり、労働契約上も自由裁
量性が確保されているか否かを重要な判断要素
とするべきである。
そもそも、店舖において部下と同様の労働に相
当時間従事しているか、店舖の営業時間の関係
から相当な時間外労働が必要とされる店舖責任
者の場合には、これをもって、直ちに労働時間に
関する裁量性が欠如していると判断されてしか
るべきである（日本マクドナルド事件・東京地判平
20.1.28労判953号等）。
しかるに、本通達は、勤務態様についての「重要
な要素」として「遅刻、早退等により減給の制裁、
入事考課での負の評価など不利益な取扱いがさ
れる」のみ挙げているにすぎない。
しかし、管理監督者に限らず、遅刻・早退によっ
て減給の制裁がなされることは一般的にはない
し、人事考課にどの程度反映されるかは企業に
よって異なる。減給の制裁等がなされないことを
重要な要素とすることは誤りである。

（2） 職務内容、責任と権限

職務内容、責任と権限について本通達は、・ア
ルバイト・パート等の採用について責任と権限がな
い、・アルバイト・パート等の解雇について職務内
容に含まれず、実質的た関与しない、・部下の人
事考課について職務内容に含まれず、実質的に
関与しない、・勤務割表の作成、所定時間外労働

の命令について責任と権限がないという4つの「重
要な要素」を挙げているが、これらはいずれも管理
監督者性を否定する明らかな事実であるが、管理
監督者性の一般的判断基準となりうるものではな
い。
裁判例でも、アルバイト・パート等の採用権限や
部下の人事考課への関与が認められながら、管
理監督者性が否定されたものが存在しており、上
記「重要な要素」を、管理監督者性の判断要素と
することは、多くの裁判例が示した判断基準に反
し、極めて不適切である。
例えば、アクト事件（東京地判平18.8.7労判924
号）は、飲食店のマネージャーについて、・アルバイ
ト従業員の採用、シフトの作成について決定権を
有するとされ、・主任やアルバイト従業員など下位
の従業員の報奨あるいは賞与についての査定を
することができるという事案で、管理監督者性が
否定されている。同事件では、シフト勤務制であ
るため、動務時間に裁量がなかったとされている。
育英舎事件（札幌地判平14.4.18労判839号）

でも、人事考課等への関与がある学習塾チェーン
の営業課長について管理監督者ではないとされ、
レストランビュッフェ事件（大阪地判昭61.7.30労判
481号）も、アルバイトの採用権のあるレストランの店
長の管理監督者性を否定している。多店舖チェー
ンの事例ではないが、部下の一次考課のみ行い、
考課の最終決定権が上位管理職にある場合は、
管理監督者性が否定される（東建ジオテック事件・
東京地判平14.3.28労判827号等）。
本通達の「職務内容、責任と権限」における「重
要な要素」は、管理監督者の範囲を限定する機能
をまったく果たしていない。アルバイトやパートの採
用等に関与するからといって、「経営者と一体的
な」立場と評価されるものではないことは、法の趣
旨からも明らかである。この点、細川二朗裁判官
の「労働基準法41条2号の管理監督者の範囲に
ついて」（判例タイムズ1253号）では、企業全体の
規模と比較して就労場所等が小規模である場合
（少入数で勤務する支店等）や職務内容・権限の
範囲が事業経営全体からみて限られている場合
には、管理監督者性を否定する要素となると指摘

特集/「名ばかり管理職」通達迷走
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しており、多店舖展開する飲食店、小売店の店長
等はこの点からも経営者との一体性が否定される
べきであるが、本通達にはかかる視点が完全に欠
落している。

（3） 待遇面について

賃金等の待遇面については、昭和63年3月14日
基発第150号は、「定期給与である基本給、役付
手当等において、その地位にふさわしい待遇がな
されているか否か、ボーナス等の一時金の支給
率、その算定基礎賃金等についても役付者以外
の一般労働者に比し優遇措置が講じられている
か否か等について留意する必要があること」とし、
「一般労働者に比べ優遇措置が講じられているか
らといって、実態のない役付者が管理監督者に含
まれるものではないこと」として、この点からも管理
監督者の範囲を限定している。
これに対して、本通達は、その地位に「ふさわし
い待遇」がなされているか否かという「賃金等の待
遇」について、わずかに「①時間単価換算した場
合にアルバイト・パート等の賃金額に満たない」「②
時間単価換算した場合に最低賃金額に満たな
い」を「重要な要素」とし、「③役職手当等の優遇
措置が割増賃金が支払われないことを考慮すると
十分でなく労働者の保護にかける」「④年間の賃
金総額が一般労働者と比べ同程度以下である」
を「補強要素」している。
しかし、「重要な要素」①、②はいうまでもなく、

「補強要素」④もおよそ「地位にふさわしい待遇」
か否かを判断する基準にはなりえず、これらにあて
はまれば、「ふさわしい待遇」を受けていないこと
が一目瞭然だというにすぎない。
これらをわざわざ要素として掲げる必要はなく、
管理監督者の範囲を限定すべきであるとした基
発第150号の趣旨にも反するものである。
裁判例においても、①、②、④のような基準で管
理監督者性は判断されていない。判断要素とし
て意味があるのは、③のみである。
役付手当11万円を支給されていた営業開発部
長について、「経営参画状況は極めて限定的であ
ること、」「勤務時間も実際上は一般の従業員に

近い」ことから、管理監督者性が否定された事案
もある（岡部製作所事件・東京地判平18.5.26労
判918号）。
①、②の要件をクリアしていれば、「ふさわしい
待遇」であるかの如く扱う本通達の感覚には驚き
を禁じえない。役職者に昇進した前後で給与、手
当等があまり変わらない場合や他の従業員より給
与、手当等が高額であっても、役職に見合った程
度には至っていない場合には、当然に管理監督
者性が否定されるというべきである（前掲・細川二
朗論文）。

6  結   論

以上のとおり、本通達の「具体的な判断要素」
については、これらが一人歩きして、判断要素にさ
え抵触しなければ管理監督者として扱って差し支
えないという誤ったアナウンス効果を企業実務にも
たらすことが危慎される。
本通達からは、管理監督者にかかわる労基法
違反について監督行政を後退させようとする意図
さえ感ぜられる。この点についても、問題の重要
性・深刻性を理解しないものとしてわれわれは強く
批判する。
本通達は、これを撤回するか、「補強要素」も含

め、これらの要素に該当すれば明らかに管理監督
者性が否定されるものであることを明確にするとと
もに、免罰・免責規定である法41条2号の趣旨に
忠実に、管理監督者は、労基法の適用除外とされ
ても保護にかけることのないごく例外的な労働者
にのみ範囲が限定されること及びそれにふさわし
い厳格な要件を明記することを強く求めるも
のである。
※『季刊・労働者の権利』Vol.277から転載させて
いただきました。
 通達本文は以下にも掲載されています。
 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/09/
h0909-2.html
 Q&Aは以下にも掲載されています。
 http://www.mhlw.go.jp/topics/2008/10/
tp1003-1.html
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10月23日に環境再生保全機構から「平成19年
度石綿健康被害救済制度運用に係る統計資料」
が、また、10月31日に厚生労働省から「平成19年
度石綿ばく露作業による労災認定等事業場一覧
表」と合わせて死亡年別の労災保険・船員保険に
よる補償状況の一部、死亡年別の時効救済状況
に関するデータが公表されたことを踏まえて、現時
点で入手可能なデータによる中皮腫・石綿肺がん
の補償・救済状況の検証を試みた。同時に、より
綿密な検証のために必要な未公表のデータにつ
いても確認しておきたい。
利用したデータは、以下のとおりである。（デー

タの説明が煩わしいようであれば、21頁の「低額
救済に流れ、救済率も低い」からお読みください。）

死亡データによる検証

① 死亡者数：補償・救済を受けるべきアスベスト
による健康被害の全体像については、発症＝罹
患数に関するデータが存在しないため、死亡者
数を用いた。中皮腫は、すべての事例が補償・
救済の対象と考え、1995年以降分については、
厚生労働省人口動態統計による中皮腫死亡
件数、1968～1994年分については、石綿健康

被害救済法（新法）設計にあたって環境省が行
なった推計によった（2007年8月号参照）。
  肺がんについては、環境省では中皮腫死亡
数と同数と見込んだようであるが、ここでは国際
的コンセンサスと考えられる、中皮腫死亡数の2
倍をアスベストによる肺がん死亡者数とした。
  中皮腫・肺がん以外のアスベスト関連疾患に
ついては、石綿健康被害救済法（新法）による
救済の対象とされていないこと、及び、必要な
データが入手できないことから、扱っていない。
  最新の知見に照らしつつ、補償・救済を受け
るべきアスベストによる健康被害の全体像をより
正確に把握することは継続的な課題である。
  検証にあたって分母となる、以上のデータが
暦年単位であるため、補償・救済状況に関して
も死亡年別データが必要となるが、死亡年別の
労災保険・船員保険による補償状況データが公
表されたのは、クボタ・ショックから3年もたった今
回が初めてのことである。

② 労災保険：厚生労働省資料による。これまで
公表されてきたのは、年度別新規補償（認定）
件数である。肺がん労災認定第1号が1973年
度、中皮腫認定第1号が1978年度とされている
が、厚生労働省では1979年度以前の年度別状

中皮腫・石綿肺がんの
補償・救済状況を検証
最大で60％程度の補償・救済率

石綿被害補償・救済状況の検証
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況はわからないとしている（本誌は、情報公開法
施行を受けて2001年に厚生労働省に情報提供
させた、1976年度以降分の職業がんの疾病別・
都道府県別補償状況データ（1977・78年度分は
全国合計数のみ）をもっているのだが、厚生労
働省では、その後紛失してしまったのだろうか）。
  また、とくにクボタ・ショック以後いくたびか過去
の数字の訂正が行われているが、訂正を反映さ
せた年度別補償状況の最新の一覧表が示さ
れていないこと、今回初めて公表された死亡年
別補償データでは男女別内訳が示されたにも
かかわらず過去の公表データには男女別がな
いこと、請求・不支給決定件数について2001年
度以前分が示されていないこと、2002年度分以
降は入手できている（2002年度分は中皮腫・肺
がんの合計数のみ）ものの訂正を反映したもの
や男女別内訳が示されていないこと、など早急
な是正を望みたい。【未公表①】 今回は、確認で
きた範囲で訂正を反映させたデータを使った。
  今回初めて、「2005～07年度に新規に労災
認定を受け、かつ、2005～07年度に遺族補償
給付に係る決定を受けたもの」の死亡年別件
数及び男女別内訳が公表された。死亡年は、
2000～2008年（1～3月）に分布している。
  2004年度以前に労災認定を受けたものの死
亡年別件数は、今後公表されるものと思われる
が、現時点ではなお不明である。【未公表②】

  仮に、2004年度以前に労災認定を受けたもの
はすべて死亡したものと仮定し、また、2005～07
年度の補償件数合計（中皮腫2,002件、肺がん
1,498件）から、今回公表された同期間に遺族補
償給付に係る決定を受けたものの件数（ただし
2008年に死亡したものを除く＝中皮腫1,522件、
肺がん889件）を引いたものを「生存者」数（中
皮腫480件、肺がん609件）と仮定して、2007年
度以前の労災補償総件数（中皮腫2,404件、
肺がん1,852件）から「生存者」数を引いた件数
を、2007年以前の「死亡者」数＝「2007年度末
までに労災認定を受けたもののうち2007年末ま
でに死亡したもの」としよう（中皮腫2,024件、肺
がん1,243件）。すると、これから再度、今回死亡

年データが公表された分を差し引くことによって、
「死亡年不明＝未公表」分の件数も求めること
ができる（中皮腫502件、肺がん354件）。なお、こ
れらの仮定は救済率を過大にしている。

③ 新法時効救済：石綿健康被害救済法によ
る特別遺族給付金の受給事例。厚生労働省
公表資料により、2006・07年度分（2006年度は
2006年3月27日から3月31日分を含む。以下、新
法救済において同じ）の年度別救済件数、及
び、2007年度末までに救済を受けた死亡年別
救済件数を使った。後者は、今年6月12日に初め
て公表され、10月31日に訂正されたもの。

④ 新法救済（死亡）：石綿健康被害救済法によ
る特別遺族弔慰金等の受給事例＝同法施行
前死亡事例。環境再生保全機構公表資料によ
り、2006・07年度分の年度別救済件数、及び、
2007年度末までに救済を受けた死亡年別救済
件数を使った。

⑤ 新法救済（生存）：石綿健康被害救済法によ
る医療費・療養手当等の受給事例＝申請時点
では生存している事例。環境再生保全機構公
表資料により、2006・07年度分の年度別救済件
数はわかるが、死亡年別救済件数は未だ公表
されていない。【未公表③】

  しかし、平成19年度「統計資料」によると、
2006・07年度累計「葬祭料」給付件数が580件
であるので、2006・07年度に死亡したものが580
件以上であることはわかる。疾病別・暦年別デー
タが示されていないが、環境再生保全機構によ
ると、中皮腫：肺がん≠8：2程度ということである
ので、2008年（1～3月）死亡分をゼロと仮定して、
この比率で配分し、2006・07年の「死亡者」を中
皮腫464件、肺がん116件と仮定した。

労災・新法以外のデータ

⑥ 船員保険：厚生労働省の今回（2008年10月
31日）及び2005年7月29日、同年8月26日、2008年
3月28日公表資料による。
  死亡年別補償件数については、労災保険と
同じく今回初めて、「2005～07年度に新規に職
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務上（労災）認定を受け、かつ、2005～07年度
に遺族年金及び遺族一時金に係る決定を受け
たもの」の死亡年別件数が公表された。死亡年
は、1984～2007年に分布している。
  2008年3月28日公表資料は2005・06年度分の
合計のみで、各年度別内訳が示されておらず、
2004年度以前認定分の死亡年別・男女別内
訳、請求・不支給決定に関するデータは公表さ
れていない。【未公表④】

  ただし、2004年度以前認定分は中皮腫4件の
みで、本誌はそのうち3件が死亡年が2003、04、
05年に各1件であることを知っており、「死亡年
不明」は、福岡県の日本水産の1件となる。

⑦ 元国鉄補償：独立行政法人鉄道建設・運輸
施設整備支援機構国鉄清算事業管理部公表
資料による。2007年度末時点のデータを入手で
きなかったため、これだけは、2008年9月5日現在
の業務災害補償等認定実績を用いた（中皮腫
96件、肺がん52件）。
  公表データは、補償・救済年度別、死亡年別、
男女別内訳が示されておらず、請求・不支給決
定に関するデータも不十分（不支給・審査中の

件数のみを公表）である。【未公表⑤】

  本誌は、2007年7月18日現在の、補償年月、生
死の別、死亡年に関するデータを把握している
ので、これらは反映させた。死亡年がわかるのは
中皮腫38件、肺がん20件についてで、残る中皮
腫58件、肺がん32件については、生死の別・死
亡年は不明であるが、すべて「死亡者」として検
証を行った（救済率を過大にしている）。

⑧ その他の補償：石綿健康被害救済法は、30
の法律に基づき支給される給付との調整及び
損害がてん補された場合の免責について定め
ており、それらの諸制度についても検証が必要
であるが、誰が、どのように、いつ把握・公表する
のかすら定められていない。【未解明⑥】

  ここでは、情報入手が可能であった、別掲の
データを用いた（防衛省の石綿肺2件は除く）。

石綿健康被害救済法による「時効救済」（特別
遺族給付金）は、給付の内容・水準、財源（労災保
険財政）、手続（労働基準監督署において労災補
認定基準に照らして決定）等からみて、労災補償
に準じたものとして扱ってもよいかもしれない。また、

戦傷病者・戦没者等遺族援護法

中皮腫 1997.3 死亡 1999.6 認定 旧海軍技術廠飛行機部 安全センター情報1999.10、下記発表

肺がん 死亡・認定時期不明 旧海軍工廠造船部 2005.11.21 厚生労働省発表

総務省―地方公務員災害補償

中皮腫 死亡時期不明 2001.3以前認定 水道課 2005.8.5 総務省発表

中皮腫 2005.11 死亡 2007.6 認定 都建築材料検査所 安全センター情報2007.9

国土交通省

中皮腫 2005.8 死亡 2006.9 認定 北海道開発局 2006.9.8 国土交通省発表

中皮腫 2003.9 死亡 2006.9 認定 気象庁 2006.9.8 国土交通省発表

肺がん 2005.12死亡 2006.9 認定 気象庁 2006.9.8 国土交通省発表

水産庁

中皮腫 2006.1 死亡 2006.11 認定 漁業調査船等 2006.11.15 水産庁発表

文部科学省

中皮腫 2001.7 死亡 2007.7 認定 東京大学 2007.7.31 文部科学省発表

防衛省 （アスベストセンターとの交渉資料）

中皮腫 死亡時期不明 海上自衛隊 防衛省2007.7 回答書

石綿肺 2006.12 死亡 陸上自衛隊 防衛省2007.7 回答書

石綿肺 2007.7現在生存 陸上自衛隊 防衛省2007.7 回答書

旧専売公社―日本たばこ

中皮腫 1986.1 死亡 2006時効救済 安全センター情報2006.12

石綿被害補償・救済状況の検証
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中皮腫

～1994 ～2004 2005 2006 2007 不明 合計
分担率 生存者 死亡者

救済率
死亡者数 3,685 7,013 911 1,050 1,068 0 13,727 100.0%
労災保険 83 419 502 1,000 500 0 2,504 40.2%

52.3%

480 2,024 14.7％
船員保険 4 19 8 0 31 0.5% 3 28 0.2％
元国鉄補償 2 11 20 18 45 96 1.5% 38 58 0.4% 
その他の補償 1 4 2 2 9 0.1％ 0 9 0.1％
新法時効救済 570 46 0 616 9.9% 0 616 4.5％
新法救済（死亡） 1,538 279 0 1,817 29.2%

47.7%
0 1,817 13.2%

新法救済（生存） 627 525 0 1,152 18.5% 688 464 3.4％
認定・救済合計 83 426 513 3,778 1,378 47 6,225 100.0% 100.0% 1,209 5,016 36.5％

石綿肺がん

～1994 ～2004 2005 2006 2007 不明 合計
分担率 生存者 死亡者

救済率
死亡者数 7,370 14,026 1,822 2,100 2,136 0 27,454 100.0%
労災保険 120 234 213 783 502 0 1,852 70.4%

85.5%

609 1,2443 6.7％
船員保険 14 10 0 24 0.9% 7 17 0.1％
元国鉄補償 10 9 33 52 2.0% 20 32 0.2％
その他の補償 1 1 2 0.1％ 0 2 0.0％
時効救済 271 49 0 320 12.2% 0 320 1.2％

新法救済（死亡） 52 41 0 93 3.5%
14.5%

0 93 0.3％
新法救済（生存） 172 117 0 289 11.0% 173 116 1.1％
認定・救済合計 120 234 213 1,303 728 34 2,632 100.0% 100.0% 809 1,823 6.6％

合計 （中皮腫・石綿肺がん）

～1994 ～2004 2005 2006 2007 不明 合計
分担率 生存者 死亡者

救済率
死亡者数 11,055 21,039 2,733 3,150 3,204 0 41,181 100.0%
労災保険 203 653 715 1,783 1,002 0 4,356 49.2%

62.2%

1,089 3,267 10.6％
船員保険 4 33 18 0 55 0.6% 10 45 0.1％
元国鉄補償 2 11 30 27 78 148 1.7% 58 90 0.4％
その他の補償 1 5 2 3 11 0.1％ 0 11 0.0％
時効救済 841 95 0 936 10.6% 0 936 2.3％

新法救済（死亡） 1,590 320 0 1,910 21.6%
37.8%

0 1,910 4.6％
新法救済（生存） 799 642 0 1,441 16.3% 861 580 3.5％
認定・救済合計 203 660 726 5,081 2,106 81 8,857 100.0% 100.0% 2,018 6,839 16.6％

表1  中皮腫・石綿肺がんの補償・救済状況

旧国鉄や旧専売公社についても「時効救済」と同
様の措置がとられていて、それらの事例も上記に
含まれている。
したがって、労災保険、時効救済、船員保険、
旧国鉄補償、その他の補償を「労働者補償」とい
うふうに分類することも可能である。自営業者に
ついては、労災保険に特別加入していた場合に
は労災保険・時効救済、特別加入していない場合
には「新法救済」の対象になる。曝露形態の区
分でいうと、労働者（被用者）・自営業者はともに職
業曝露であり、家族曝露や環境曝露による被害者
はすべてが「新法救済」の対象である。

低額救済に流れ、救済率も低い

全般的な補償・救済状況を概観すると、表1のと
おりに整理できる（船員保険の2005・06年度認定
分は2006年度分の合計に含めてある）。
補償・救済を受けるべき、2007年末までの中皮
腫による累計死亡者数は13,727件である。
2007年度末まで（元国鉄補償だけは2008年9

月5日現在、以下同じ）に補償・救済を受けたもの
の累計は、労災保険2,504件、船員保険31件、元
国鉄補償96件、その他の補償9件、時効救済616
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件で、「労働者補償」が合計3,256件となっている。
一方、新法救済（死亡）1,817件、新法救済（生存）
1,152件で、「新法救済」合計が2,969件、補償・救
済総数は6,225件である。
以前行った分析では、補償・救済合計6,225/死
亡者総数13,727＝45.3％を救済率として示してき

労災保険 時効救済

年  度 ～98 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 合計 小計 年  度 2006 2007 合計
中皮腫 中皮腫

請  求 61 77 149 1,082 831 537 請  求
認  定 137 25 37 34 56 85 128 502 1,000 500 2,504 2,367 認  定 570 46 616 
不認定 1 2 3 1 2 3 54 139 60 265 不認定 63 8 71 
認定率 96.2% 94.9% 91.9% 98.2% 97.7% 97.7% 90.3% 87.8% 89.3% 89.9% 認定率 90.0% 85.2% 89.7%
肺がん 肺がん

請  求 34 39 61 701 877 590 請  求
認  定 180 17 18 21 22 38 58 213 783 502 1,852 1,672 認  定 271 49 320 
不認定 1 0 3 2 3 3 64 272 121 469 不認定 292 35 327 
認定率 94.4% 100% 87.5% 91.7% 92.7% 95.1% 76.9% 74.2% 80.6% 78.1% 認定率 48.1% 58.3% 49.5%
合計（中皮腫・肺がん） 合計（中皮腫・肺がん）

請  求 44 47 53 95 116 210 1,783 1,708 1,127 請  求 1,454 113 1,567 
認  定 317 42 55 55 78 123 186 715 1,783 1,002 4,356 4,039 認  定 841 95 936 
不認定 2 2 6 3 5 6 118 411 181 734 不認定 355 43 398 
認定率 95.5% 96.5% 90.2% 96.3% 96.1% 96.9% 85.8% 81.3% 84.7% 84.6% 認定率 70.3% 68.8% 70.2%
L/M 131% 68.0% 48.6% 61.8% 39.3% 44.7% 45.3% 42.4% 78.3% 100% 74.0% 70.6% L/M 47.5% 106% 51.9%

表2  中皮腫・石綿肺がんの補償・救済状況

新法救済（死亡） 新法救済（生存） 総合計

年  度 2006 2007 合計 年  度 2006 2007 合計 年  度 2006 2007 合計
中皮腫 中皮腫 中皮腫

請  求 1,799 250 2,049 請  求 1,155 771 1,926 請  求    
認  定 1,538 279 1,817 認  定 627 525 1,152 認  定 3,735 1,350 5,085 
不認定 14 23 37 不認定 76 105 181 不認定 292 196 488 
取下げ 123 29 152 取下げ 121 97 218 取下げ   
認定率 91.8% 84.3% 90.6% 認定率 76.1% 72.2% 74.3% 認定率 92.7% 87.3% 91.2%

肺がん 肺がん 肺がん

請  求 358 87 445 請  求 519 269 788 請  求  
認  定 52 41 93 認  定 172 117 289 認  定 1,278 709 1,987
不認定 36 169 205 不認定 77 125 202 不認定 677 450 1,127
取下げ 57 25 82 取下げ 65 73 138 取下げ
認定率 35.9% 17.4% 24.5% 認定率 54.8% 37.1% 45.9% 認定率 65.4% 61.2% 63.8%

合計（中皮腫・肺がん） 合計（中皮腫・肺がん） 合計（中皮腫・肺がん）

請  求 2,157 337 2,494 請  求 1,674 1,040 2,714 請  求 6,993 2,617 9,610
認  定 1,590 320 1,910 認  定 799 642 1,441 認  定 5,013 2,059 7,072
不認定 50 192 242 不認定 153 230 383 不認定 969 646 1,615
取下げ 180 54 234 取下げ 186 170 356 取下げ 366 224 590
認定率 87.4% 56.5% 80.1% 認定率 70.2% 61.6% 66.1% 認定率 79.0% 70.3% 76.2%
L/M 3.4% 14.7% 5.1% L/M 27.4% 22.3% 25.1% L/M 34.2% 52.5% 39.1%

たが、補償・救済合計には、死亡していない「生存
者」（推計1,209人）も含まれている。今回はより厳
密な検証とするために、補償・救済を受けたものの
うちの2007年以前の「死亡者数」（6,225－1,209＝
5,016）を、2007年以前の死亡者総数13,727と比較
して救済率を求めた。この結果、全体的救済率

石綿被害補償・救済状況の検証
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人）が①に分類されたことによっ
ても裏付けられているのであっ
て、早急に対策が必要である。
少なくとも①に分類された事
例に対しては、個別に連絡を
とって、本来労災保険や時効
救済を受ける資格のあるものが
権利を行使することを促進・確
認すべきである。また、このよう
な事態が是正されない限りは、
労災保険や時効救済の請求権
に期間の制限を持ち込むべき
ではない。
同報告書では、①の分類の

は36.5％（＝5,016/13,727、中皮腫）と試算された。
やはり、「低い救済率」と言わざるを得ない。
また、表中では「分担率」と記したが、補償・救
済総数に対する割合は、「労働者補償」が52.3％、
「新法救済」が47.7％となった。中皮腫の80％は
職業曝露によるものと考えるのが国際的コンセンサ
スであり、職業曝露か環境曝露かを問わず同一の
補償を実施しているフランスのアスベスト被害者救
済基金（FIVA）の実績では90％前後が職業曝露
によるもの、オランダの非職業関連性アスベスト被
害者前払い制度（TNS）の設計において、毎年約
400人の中皮腫患者のうち約120人（30％、イギリス
でも3分の1）が同制度の対象と見積もられているこ
と等と比較しても、「新法救済」の割合が高すぎる。
「新法救済」と「労働者補償」の内容が同等で
あれば問題はないかもしれないが、後者と比較し
て前者が著しく低い水準・内容にとどまっている現
状においては、本来は「労働者補償」を受ける資
格があるにもかかわらず、低水準・内容の「新法救
済」で泣き寝入りさせられてしまっている事例が多
数あるということを疑わざるを得ない。
このことは、環境省が6月13日に公表した「被認
定者に関するばく露状況調査」において、①職業
曝露、②家庭内曝露、③立入・屋内環境曝露、④
その他・不明に4分類したところ、新法救済（生存＝
医療費グループ）625人中62.1％（388人）、新法救
済（死亡＝弔意金グループ）1,424人中51.8％（738

申請区分 指定疾病 審査請
求件数

取下げ
件数

裁決件数 未処理
件数却下 取消 棄却 計

新法救済
（生存）

中皮腫 25 2 4 4 8 15
肺がん 9 1 1 2 7

指定疾病外 3 2 2 1
計 37 2 1 4 7 12 23

新法救済
（死亡）

中皮腫 11 3 4 7 4
肺がん 14 5 5 9

指定疾病外 4 1 1 3
計 29 3 10 13 16

新法救済
合計

中皮腫 36 2 7 8 15 19
肺がん 23 1 6 7 16

指定疾病外 7 3 3 4
計 66 2 1 7 17 25 39

公害健康被害補償不服審査会の審査請求処理状況

中には、「労災やその他の補償に申請中の者及び
認定されたものが含まれている」と記しているが、
新法救済を受けた後に労災その他の補償を受け
られた者についての情報も把握・公表されなけれ
ばならない。これらの事例が表1で使ったデータに
おいてどのように扱われているか定かではなく、新
法救済を受けた時点でそこにカウントされ、さらに
後に労災保険や時効救済を受けた時点でもダブ
ルカウントされて調整が行われていない可能性も
ある。これまで、環境省、厚生労働省のいずれか
らも、このような事例がどのくらいあるのか明らかに
されたことはない。労災保険・時効救済以外の補
償制度との間でも同様の事例が生じる可能性は
ある。【未公表⑥】

診断が「中皮腫」でも不認定

より気になるのは不認定とされた事例である。
表2に、入手可能な請求・不認定等件数に関する
データを加えた補償・救済状況を示した（「認定
率」＝認定件数/（認定＋不認定（＋取下げ）件数）。
「L/M」＝肺がん認定件数/中皮腫認定件数）。
「新法救済（死亡）」では、中皮腫と診断を受け
ていれば救済されることになっているにもかかわら
ず、37件の不認定が生じていることの理由はきち
んと説明される必要がある。
「新法救済（生存）」の場合には、「中皮腫の診
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死亡年 ～1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979
死亡者数（1994年以前推計） 67 68 64 95 134 138 168 258 176 260 184 62 
労災保険
船員保険
元国鉄職員業務災害補償等 1
その他の補償

石綿健
康被害
救済法

時効（特別遺族給付金） 1 1 1 3
生存（療養手当等）
死亡（特別遺族弔慰金等） 1 1 1 1 3

補償・救済合計 1 2 1 1 1 2 6
補償・救済率 0.7% 1.2% 0.4% 0.6% 0.4% 1.1% 9.7%

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
64 70 79 88 88 111 101 137 149 133 167 163 174 232 256 500 576

1
1 1 1 1 1 1 1 2

1
1 1 4 3 5 6 8 7 13 9 12 18 27 33 39 34 52

1 2 6 5 3 3 9 10 16 18 19 21 23 32 34 44 68
2 3 10 8 9 9 17 18 32 28 32 40 51 65 74 79 122

3.1% 4.3% 12.7% 9.1% 10.2% 8.1% 17.8% 13.1% 21.5% 21.1% 19.2% 24.5% 29.3% 28.0% 28.9% 15.8% 21.2%

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 合計 死亡年
不明

補償・救
済合計597 570 647 710 772 810 878 953 911 1,050 1,068 13,727

24 107 110 161 165 255 382 318 （24） 1,522 502 2,024
1 1 2 1 2 1 5 2 4 5 2 27 1 28
1 1 1 1 5 1 9 6 4 1 40 18 58
1 1 1 2 1 7 2 9
50 81 92 101 14 2008年法改正により救済対象に追加 616 0 616

0 464 464
81 62 96 96 134 190 209 255 286 84 2008年法改正で救済対象に 1,817 0 1,817
133 145 190 223 258 306 376 431 551 475 321 4,029 987 5,016
22.4% 25.4% 29.4% 31.4% 33.4% 37.8% 42.9% 45.2% 60.7% 45.2% 30.1% 29.4% 15.8% 36.5%

表3  中皮腫：死亡年別の補償・救済状況

断の確からしさが担保されること｣が判断要件とさ
れているために、中皮腫と診断されているにもかか
わらず不認定となる場合があり得るのだが、これ
は検証の分母の方にも影響を与える問題なので明
らかにされる必要がある。
労災保険、時効救済、その他の補償制度等で

も同様の問題があるが、必要な情報は公表されて
いない。労災保険等で不認定とされた場合であっ
ても、「中皮腫」という診断が（確かで）あれば新
法救済が受けられるはずであるが、そのようなフォ
ローが確実になされているかどうかも定かでない。

環境省は、「公害健康被害補償不服審査会裁
決について（石綿関係）」、2008年4月14日、6月30
日、9月16日、11月14日と公表しているが、11月12日
現在で、環境再生保全機構の不認定処分を取り
消したものが7件ある（前頁表参照）。いずれも、も
ともと中皮腫との診断を受けていた事例である。
労働保険審査会の方は、「石綿救済法関係の合
計数」と「主な裁決例」が示されているだけで、必
要なデータが明らかにされていない。このように不
服審査で逆転認定された事例が、表1で使用した
データに含まれているかどうかも不明である。

石綿被害補償・救済状況の検証
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表4  石綿肺がん：死亡年別の補償・救済状況

死亡年 ～1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979
中皮腫死亡者数（1994年以前推計） 134 136 128 190 267 277 335 515 352 519 369 124
労災保険
船員保険
元国鉄職員業務災害補償等
その他の補償

石綿健
康被害
救済法

時効（特別遺族給付金） 2 1 1 1 2 2 2
生存（療養手当等）
死亡（特別遺族弔慰金等） 1

補償・救済合計 2 0 1 0 0 1 0 2 0 2 2 0 2
補償・救済率 0.0% 0.7% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.6% 0.0% 0.6% 0.4% 0.0% 1.6%

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
128 140 158 176 176 222 202 274 298 266 334 326 348 464 512 1,000 1,152

1
1

3 5 3 6 3 5 7 7 8 8 13 7 19 17 22 17 21

1 1 3 4 2 1 1 4
3 5 3 6 3 5 8 8 8 11 13 11 22 18 22 19 25

2.3% 3.6% 1.9% 3.4% 1.7% 2.3% 4.0% 2.9% 2.7% 4.1% 3.9% 3.4% 6.3% 3.9% 4.3% 1.9% 2.2%

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 合計 死亡年
不明

補償・救
済合計1,194 1,140 1,294 1,420 1,544 1,620 1,756 1,906 1,822 2,100 2,136 27,454

7 54 79 64 114 141 236 194 （15） 889 354 1,243
3 2 1 1 1 2 5 1 17 0 17

1 1 1 1 1 3 1 3 13 19 32
1 1 1 2

27 38 40 30 3 2008年法改正により救済対象に追加 320 0 320
0 116 116

6 2 8 2 4 6 13 12 20 2 2008年法改正で救済対象に 93 0 93
23 41 48 43 64 87 79 130 165 246 195 1,333 490 1,823
2.8% 3.6% 3.7% 3.0% 4.1% 5.4% 4.5% 6.8% 9.1% 11.7% 9.1% 4.9% 1.8% 6.6%

不服審査を経て補償・救済されたものの、及び、
少なくとも中皮腫と死亡診断されているにもかかわ
らず不支給・不認定・取下げ等されたもののデータ
についても公表されるべきである。【未公表⑦】

救済率の達成目標が必要

さて、中皮腫についての、死亡年別の補償・救
済状況の検証結果を、表3に示した。
救済率の最も高いのは、2005年で、60.7％（＝
551/911）である。仮に、新法救済（生存）の「死亡

年不明」464件がすべて2006年または2007年死
亡と仮定すると、両年の救済率は、（475＋321＋464
＝1,260）/（1,050＋1,068＝2,118）＝59.5％となること
から、クボタ・ショック以降の年の救済率の現状は
最大の年で60％程度ということができそうである。
それ以前は、時期を遡るほど救済率は下がってい
る。この状況は、到底満足のいくものとは言えない。
1994年以前の中皮腫死亡者数は推定値なの

で現実に中皮腫と診断されているとは限らない
が、1995年以降は死亡診断書に中皮腫と明記さ
れているものである。少なくとも、1995年分でも救
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済率70％程度以上、クボタ・ショック以降について
は90％程度以上とするような具体的数値目標を掲
げて、達成するための対策を検討・実行すべきで
はなかろうか。そのうえで、目標が達成されるまで
は、補償・救済を受ける権利が失われることのない
ようにする必要があると考える。表3をみていると、
請求期限の延長等を行った今年の石綿健康被
害救済法の改正が、緊急に必要かつ重要なこと
であったという思いを強くするのである。
環境省・環境再生保全機構が自治体の協力を
得て、保存されている死亡小票に基づいて中皮
腫と死亡診断を受けた事例に対する個別周知事
業を行っており、これがうまく機能すれば、近年（死
亡小票が残っている分）の中皮腫死亡に対する救
済率はさらに上がる可能性は残っている。しかし、
われわれの指摘を受けて厚生労働省も周知事業
に協力することになったと言ってはいるものの、「労
働者補償」を受けられるべき事例までもが「新法救
済」に流れている傾向を、一層助長することになっ
てしまうのではないかという懸念は残されている。
さらに、今後どうしていくのかという問題がある。

「新法救済」に偏らないかたちで、全中皮腫死亡
事例への個別周知を継続することが望ましいこと
は言うまでもない。いずれにせよ、これまでの周
知方法＝関係団体を通じた周知・協力要請やポス
ター、新聞、テレビ、DVD等＝で達成可能なのは
救済率60％であるという現実を踏まえた、救済率
向上のための新たな施策が必要である。
その際、中皮腫と診断した医師・医療機関の段
階で、補償・救済に関する情報・支援が患者・家族
に提供されることを確保する対策を講じることがき
わめて重要だと考えられる。そのことも念頭にお
いて、公的な中皮腫登録制度を創設が急がれる。

肺がんは救えていない

表1に戻って、肺がんについての全体的な補償・
救済状況をみると、「労働者補償」85.5％、「新法
救済」14.5％という分担率になっているが、救済率
はわずか6.6％にとどまっている。
死亡年別の補償・救済状況を表4に示した。

最も高い2006年の救済率でもわずか11.7％で、
仮に、新法救済（生存）の「死亡年不明」116件
がすべて2006年または2007年死亡と仮定しても、
両年の救済率は、（246＋195＋116＝557）/（2,100＋
2,136＝4,236）＝13.1％。他の年はすべて10％未
満であり、労災認定第1号の1973年よりも古い、
1963、1966及び1972年死亡の肺がん事例が各1
件ずつ時効救済を受けているものの、中皮腫の場
合と同様、時期を遡るほど救済率は下がっている。
アスベスト関連肺がんの救済率改善のために
は、たんに補償・救済制度の周知徹底にとどまら
ず、認定基準とその運用の見直しが不可欠である
とは言え、肺がんの診断をする医師・臨床現場の
アスベストに関する認識及び関心が著しく低い現
状を打開しないことには、事態が改善しないことも
また厳然たる事実なのである。

開始された環境省医学検討会

関連して、10月21日からはじまった環境省の石
綿による健康被害に係る医学的事項に関する検
討会についてもふれておきたい。この検討会は、
石綿健康被害救済法の施行後5年以内の見直し
の一環として、①指定疾病、②非腫瘍性石綿関
連疾患、その他関連する医学的事項について検
討するものとされており、第1回検討会の「論点メ
モ（案）」には以下のとおり記載されている。
「1. 石綿肺の取扱い
（1） 総論的事項
① 疾病の概念、発生し得る集団、発生頻度、
経過、予後等
② 特発性間質性肺炎、特発性肺線維症との
鑑別

（2） 石綿肺を指定疾病に加えた場合の判定基準
に係る問題
2. その他の石綿関連疾患
（1） 良性石綿胸水
（2） びまん性胸膜肥厚
3. 胸膜プラーク有所見者の取扱い
4. 現在の指定疾病の取扱い
（1） 中皮腫

石綿被害補償・救済状況の検証
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（2） 肺がん    」

第1回検討会での議論も踏まえて注目していき
たいのは、以下の諸点である。
① 石綿肺等を指定疾病に追加することは、今年
求めた緊急の見直しの積み残しの課題であり、
法改正を待たずに政令改正で対応できることか
らその迅速な実現を求めてきた。おそらく石綿
肺は追加されることになるだろうと見込んでいる
が、問題は具体的要件の内容であり、「療養が
必要な石綿肺及びじん肺法と同等の範囲の合
併症」とすべきである。
② 良性石綿胸水、びまん性胸膜肥厚について
も（仮に発症の可能性が低かったとしても）指定
疾病に追加すべきであり、さらに、「その他アス
ベスト曝露に起因することの明らかな疾病」も追
加するか、または、少なくとも喉頭がんも加えるべ
きである。
③ 合わせて注目したいことは、①②の追加に伴
いその判定の要件に、「アスベスト曝露の事実
またはその蓋然性」が含まれてくる可能性が高
いことである。現行の判定基準では、この点が
一切考慮されていない。環境曝露事例等では
これが確認・追跡できない場合があるからといっ
て、確認・追跡できる場合についてもこれを判定
の基準から一律に排除してしまっている現状は
容認し難い。石綿肺等の判定基準にこれを含
めるのであれば、肺がんに係る「新法救済」の
判定基準においても、労災認定基準の場合の、
「胸膜プラークまたは肺内に石綿小体・石綿繊
維が認められること＋石綿曝露作業従事期間
10年以上」に相当する判定基準を導入すること
ができるはずであり、この実現を強く望みたい。
④ 肺がんについては、再三指摘しているように
（2007年5月号等）、さらに、労災認定基準も含め
て、曝露要件のみで認める道を開くべきである。
ヘルシンキ・クライテリアでは、高濃度曝露作業
は1年以上（著しく高度の場合は1年未満でも
 可）、中等度曝露は5～10年という曝露要件のみ
で認める道を示しており、ベルギーの職業病基
金の認定基準では、造船や建物解体等18の業

務等について、10年以上の従事歴のみで認め
ていることなども明らかになっている。
⑤ 中央環境審議会の意見を聴いて行っている
「環境大臣による医学的判定」は、医師が中皮
腫と診断している事例に関しては、医師の診断
が正しいか否かを「判定」しているだけなのであ
るが、はたして環境大臣にこのような権限・能力
があり得るものだろうか。本誌は前例のないきわ
めて異常な事態であると考えている。公害健康
被害補償不服審査会がすでに7件も「環境大
臣による医学的判定」を覆していることはそのひ
とつの証でもある。医師の臨床診断のチェック
や精度向上は公的な中皮腫パネルをつくるなり
して行われるべきなのであって、異常な現状は
速やかに是正されなければならないと考える。
⑥ 「胸膜プラーク有所見者の取扱い」もきわめ
て重要な問題である。労災保険等の「労働者
補償」制度も含めて、胸膜プラークの補償・救済
をどのように考えるかということも大問題である
が、それにも増して（と言ってよいと思っているの
だが）、労働安全衛生法に基づく健康管理手帳
制度の対象に含まれていない住民や自営業者
等については、アスベストに曝露した（可能性の
ある/ハイリスクと考えられる）者に対する長期的
な健康管理制度が存在していないままだからで
ある。第1回検討会での議論からは、後者の制
度について検討される可能性もうかがわれる。
曝露住民等に対する健康管理制度は、ぜひと
も必要なものでありながらいまだに実現していな
い課題であるとともに、これが導入されるとした
ら石綿健康被害救済法の性格・位置付けにも
影響を及ぼす議論となるだろう。
⑦ 第1回検討会に提出された「検討のスケジュ
 ール（案）」によれば、報告書取りまとめは2009年
秋頃が予定されている。石綿健康被害救済法
の抜本的見直しでは、給付の内容・水準等の重
要な問題も山積みなのであって、少なくとも①～
⑤については、そのようなのんびりしたスケジュー
ルではなく、可及的速やかに実行に移すべきで
ある。
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2008年10月1～3日、北九州市の産業医科大学
で、AAI（アスベスト疾患根絶に向けたアジア・イニ
シアティブ）セミナーが開催され、アジア8か国の政
府・学術機関関係者らが参加した。
※http://envepi.med.uoeh-u.ac.jp/jsps/
english/index2.htm

AAIセミナーは、和田攻・産業医科大学長の歓
迎の挨拶ではじまり、厚生労働省、環境省、外務
省、WHO、ILOの代表の挨拶（WHOは尾身茂・
西太平洋地域事務局（WPRO）長のビデオメッセ
ージ、外務省以外は後の発表者でもある）。続い
てキーノート・スピーチに加藤修一・参議院議員（公
明党）が予定されていたが、国会情勢のため参加
できずビデオメッセージが上映された。加藤氏は、
今年6月10日の参議院環境委員会でも、アスベスト
問題についてのアジア諸国との海外協力の必要
性を強く訴えている。
3日間にわたる会議の発表者と発表内容は以下

のとおりである（若干順序は入れ替えたものあり）。
■AAIについて

・ 高橋謙（産業医科大学）
■基調講演

・ 加藤修一（参議院議員）「アスベスト関連疾患
の世界的流行及び関連する地球環境問題の

取り組みにおける新たな動向」
・ 大槻剛巳（川崎医科大学）「研究プロジェクト『ア
スベスト関連疾患に対する包括的アプローチ』
の簡単な概要及び『アスベストの遺伝子影響』」

■国際機関

・ ILO：Igor Fedtov（労働安全衛生環境プログラ
ム）「世界的労働の観点からのアスベスト問題」

・ WHO：小川尚（WRPO地域アドバイザー）「アス
ベスト関連疾患の根絶に向けて」

■日本政府機関

・ 厚生労働省：榎本克哉（化学物質対策課長）
「アスベストに対する防護対策の現状」
・ 環境省：根木桂三（石綿健康被害対策室長補
佐）「石綿健康被害に対する救済」

■政府・公的機関

・ ベトナム：Ｄｒ． Tran Thi Ngoc Lan（保健省予
防医学局労働衛生・災害予防局）他「アスベス
ト使用及びアスベスト疾患の状況：ベトナムの経
験」

・ タイ：Dr. Somkiat Siriruttanapruk（保健省
疾病管理局労働・環境疾病部）「タイにおけるア
スベストの現況」

・ 韓国：Dr. Kang Seong-Kyu（産業安全公団
（KOSHA）労働衛生部長）「韓国におけるアス
ベスト使用及びアスベスト疾患の状況」

アスベスト疾患根絶に向けた
アジア・イニシアティブ
AAIセミナー開催
アジア8か国の政府・学術機関から参加

AAI アジア・イニシアティブ
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・ 韓国：Dr. Park Seung-Hyun（KOSHA）「韓
国におけるアスベスト解体作業規制とアスベスト
分析の精度管理プログラム」

・ 韓国：Dr. Kim Kun-Hyung（KOSHA）「韓国
における1970-80年代の退職アスベスト紡織労
働者の調査」

・ 中国：Dr. Pan Guowei（遼寧州疾病予防控制
中心社会医学・健康研究所）「中国におけるア
スベスト及びアスベスト疾患」

■学術機関

・ 韓国：Dr. Kim Hyun-Wook（カソリック医科大
学）「アスベスト・ハザーズ予防のための現実的
インフラの確立」

・ ベトナム：Dr. Le Tran Ngoan（ハノイ医科大
学）「ベトナムにおける2005～06年の中皮腫発
生状況」

・ モンゴル：Dr. Lkhasuren Oyuntogos（モンゴ
ル健康科学大学）「モンゴルにおけるアスベス
ト」

・ タイ： Dr. Yothin Benjawumg（スリナカリンウィ
ロット大学）「アスベスト使用及びアスベスト関連
疾患の管理・予防技術：タイの経験」

・ マレーシア：Dr. Krishna Gopal Rampal（マ
レーシア国立大学）「マレーシアにおけるアスベ
スト使用とアスベスト関連疾患の予防」

・ 韓国： Dr. Paek Domyung（ソウル大学）「文
化変容の観点からみたアスベスト管理戦略の
可能性―なぜこれまでアスベスト管理に失敗し
てきたのか？」

・ シンガポール：Dr. Judy Sng Gek Khim（シ
ンガポール大学）「シンガポールにおけるアスベ

スト及びアスベスト関連疾患」
・ セミナー会場 ・ 国立シンガポール大学間遠隔

テレビ会議（写真）
■非政府機関

・ 古谷杉郎（全国労働安全衛生センター連絡会
議）「アジアにおけるアスベスト問題に関する
NGOの観点及び取り組み」

アジアは世界最大のアスベスト消費者になりつ
つある（世界の消費量に占める割合は、1985年
の19％（84/350万トン）から、2000年には47％（95/
204万トン）に増大している）。
まだ出現していないのか、あるいは適切な情報
がえられていないだけなのかはともかくとしても、ア
スベスト疾患の負荷はまだ明らかになっていないと
はいえ、将来の流行は容易に予測できる。アジア
諸国はアスベストの使用を止め、結果的に起こる
流行に対する備えを改善しなければならない。
各国は、アスベスト問題の進展過程の異なる諸
段階にあり、また、各国独特の問題を抱えているか
もしれないし、前例のない問題もあるかもしれない。
各々の段階に対応した予防技術―1次予防（ア

スベストの代替化・新規曝露防止技術）、2次予防
（アスベスト疾患の早期発見・早期治療技術）、3
次予防（有効な治療方法の開発・患者ケア・公正
な補償）―の移転・共有を促進することは可能か
つ重要なことであり、また、前例のない領域に対す
る想像力を発揮することも可能であろう。
AAIは、そのための研究者のプラットフォームを
提供し、具体的な成果をあげようとするプログラ
ムである。日本学術振興会の研究費を受けて、
2008～10年度の3年間のプログラムとして運営さ
れる予定で、WHO、ILOとも緊密に提携している。
今回は第1回目の国際セミナーとなる。
具体的成果のひとつとして、上述の様 な々技術

に関する専門家向けビデオの作成が計画され、セ
ミナーの中で、いくつかのテーマのデモ版の上映
と監修に当たった産業医大のドクターたち（城戸
優光、田中勇武、森本泰夫、東敏昭、花桐武志氏
ら）のレクチャー等も行われた。
今後の進展、成果に期待したい。
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最近の一連の国際会議等を通じて入手するこ
とのできた情報によって、最近のアジアにおけるア
スベスト使用・規制の状況及び健康被害に関する
情報を整理してみたい。
アスベスト消費量については、アメリカ連邦地質
調査所（USGS）の『世界のアスベスト供給及び消
費の動向 1900～2003年』によって、1990～2003
年の主要国の状況を上図に示した。ここでは、中
国を入れるとスケールが比較に適さなくなってしまう
ため除いており、中国については、右図の1950～
2003年の動向で確認していただきたい。
以下では、消費量については、主に図より後の
状況について、規制については、2003年3月号の
特集記事以降の禁止をめぐる状況について、ま

た、健康被害については、主に中皮腫に関する
データとその入手の可能性についてみた。
アジアにおけるアスベスト最新状況である。

アジアのアスベスト使用と
健康被害：最新情報

世界消費量

アジアのアスベスト使用と健康被害

国別アスベスト消費量のトレンド   アジア：1990-2003



安全センター情報2008年12月号   31

中 　国  China

中国は、世界第3位のアスベスト生産国であり、
国内生産のほとんどを消費するとともに、主にロシ
アから輸入もしている。2007年の数字では、国内
生産39.62万トン、輸入25.04万トン、合計64.66万ト
ンで、近年高止まり傾向にあるようだ。
最近の用途は、アスベスト・セメント/断熱材に70

～80％、摩擦材に8～12％、シーリング材に6～8%、
その他9％。古いが1996年に、120の鉱山（23,000
人の鉱夫）、1,236工場で、労働者数12万人という
数字がある（1ダースほどの大企業と中小零細）。
クロシドライトについては、1994年に輸出入、
2001年に採掘、2002年に（建材への）使用が禁止
され、2003年には、自動車産業における摩擦材製
品へのすべての種類のアスベストの使用が禁止さ
れている。
職業曝露限界（OEL）は、2002年に、それまでの
総粉じん濃度2mg/m3（TWA（時間加重平均））

��������������������������������������
����������������������������������
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Import

から、総粉じん濃度0.8mg/m3またはアスベスト繊
維0.8f/cc、短時間曝露限界は各々1.5mg/m3ま
たは1.5f/ccに引き下げられたが、遵守されている
とはいえない状況であるという。
石綿肺については、1950～2003年までの累積
患者数が7,907件（じん肺全体の約1％）で、2003年
度末までに亡くなったものが923件、近年の新規
報診断件数は年に220件程度と報告されている。
中皮腫、石綿肺がんに関する公式統計はない
が、Dr. Pan Guoweiの発表によると、中皮腫の症
例報告をした論文が40以上と、いくつかのコホート
研究論文あるとのこと。また、いくつかの都市のが
ん登録データ等から中皮腫死亡率を参照すること
は可能ではある。

インド  India

インドにおけるアスベスト消費（国内生産＋輸入）
量については、最近発行された『インドのアスベス
ト時限爆弾』（39頁参照）に上記の統計が紹介さ
れており、増加傾向が持続していることがわかる。
クロシドライトとアモサイトは禁止されており、
OELは1.0f/ccである。
アスベスト関連疾患に関する情報は、症例報告

Year Domestic Production Imports Consumption

2000 21,000 124,433 145,030

2001 21,000 130,291 150,161

2002 18,000 150,461 168,292

2003 19,000 175,581 192,033

2004 18,000 172,379 190,020

2005 19,000 236,494 255,205

2006 20,000 253,382 272,856
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または部分的なものにとどまっている。

タ  イ  Thailand

タイの過去20年間のアスベスト輸入＝消費量の
推移は上図のとおりである。過去5年間の輸出国
ベスト5は、ロシア、ブラジル、カナダ、カザフスタン、
ジンバブエである。90％がアスベスト・セメント、8％
がブレーキ・クラッチ、2％がビニル床タイルやガスケッ
ト、断熱材等に使用されており、2004年に、13工
場に1,784人の労働者という数字がある。
クロシドライトは1995年、アモサイトは2001年に禁
止されている。OELは、5f/ccから2f/ccに引き下げ
る手続が進行中であるとのこと。
石綿肺は、2006年のアジア・アスベスト会議（AA
C2006）時に第1号が確認され、中皮腫は、2007年
に最初の事例が公式に確認されている。

ベトナム  Vietnam

ベトナムの近年におけるアスベスト輸入＝消費量
の推移は上図のとおりである。現在、アスベスト・セ
メント屋根材製造企業が37あり、アスベスト曝露労
働者数は推定16,000人とされている。
2004年に角閃石系石綿（クロシドライト、アモサ

イト）が禁止され、クリソタイルの建材への使用禁
止も決定されていたが実施は延期されたままであ
る。クリソタイルのOELは、8時間TWA0.1f/cc、1
時間TWA0.5f/cc（2002年）。
AAIセミナーでの発表によると、64州671行政
区の全10,769地域保健所から集められた、2005・
06年2年間の全死亡データから251件の中皮腫が
検出された（年齢標準化率2.02/10-6、別表参照）。
女性の比率が高いのは、腹膜中皮腫が多いこと
と関連していると思われるが、その理由なども含め
て、今後の調査・分析が望まれる。

インドネシア   Indonesia

Amount of imported asbestos in 
Thailand during 1988-2007
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Source: Thai Customs Department

アジアのアスベスト使用と健康被害
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インドネシアの近年のアスベスト輸入＝消費量
及び輸入元国の状況は上図のとおり（単位は千ト
ン）。FICMA（繊維セメント製造業協会）の数字で、
2004年に直接関連する労働者数7,233人というも
のがある。OELはクリソタイルについて2f/cc。
アスベスト関連疾患に関する情報は、これまでの

ところ得られていない。

マレーシア   Malaysia

マレーシアのアスベスト輸入＝消費量は上図の
とおりで、関税統計上は減少している。南太平洋
アスベスト協会という業界団体があるが、現在アス
ベストを使用している工場の数は8で、労働者数
2,136人という数字がある。取扱石綿種類別で、ク
リソタイル（屋根材、ブレーキ）1,951人、アンフィボー
ル（屋根材）185人ということであり、クロシドライトは
1999年に禁止されているが、アモサイトの禁止は
未だのようだ。OELは0.1f/ccとのこと。
1999～2003年の5年間の中皮腫死亡者数は、

21件（ICD-10のC.45）と報告されている。

フィリピン   Philippines

フィリピンの近年のアスベスト輸入＝消費量につ
いては、USGSによる上記のデータがある。
クロシドライト・アモサイト及び吹付けは完全禁
止、アスベスト含有製品の使用は屋根材、摩擦材、
ガスケット、高温用紡織品等に限定されなければ
ならず、新たな用途は認められないこととされてい
る。OELは2f/cc（8時間TWA）。
石綿肺について、1997～2003年に21件という数
字があるが、労災保険の請求件数のようである。

イラン  Iran

イランの近年のアスベスト輸入＝消費量は上図
のとおりで、6割以上がロシア、その他ブラジル、会
えアブ首長国連邦、カザフスタン、カナダから輸入
している。鉱山もあるが、採掘は1974～2003年で
中止されている（年産3千トン）。現在、50以上のア
スベスト工場で8,000人以上の労働者がアスベスト
に曝露していると見積もられている。
環境省が、アスベスト製品製造企業の新設を禁
止し、既存ユーザーには7年以内の代替化を求め
たとのことだが、実現はしていないようだ。OELは

IMPORTS OF ASBESTOS BY INDONESIA: 1996 – 2006 (MT) AND 
ITS MAIN EXPORTER COUNTRIES

Source: UN Statistics Division
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0.2f/ccとのこと。
2005年に中皮腫が55件と報告されている。

その他諸国   Others

USGSのデータでは、その他のアジア・中東諸国
のアスベスト輸入量について、上のような数字が掲
げられているが（ミャンマー、カンボジア等、データ
が見当たらない国もある）、それら諸国におけるア
スベスト規制、関連疾患の発生状況等はほとんど
わかっていない。
ただし、3月号でも紹介したように（左下図）、香
港における中皮腫発症件数が報告されている。
また、たとえ情報が少なくても、バングラデシュで
は労働組合を中心にしたアスベスト・キャンペーン
が取り組まれ、AAIセミナーでのモンゴルの報告で
も建築物等に使用されているアスベストの写真が
示されたように、解体・除去等にあたっての対策の
必要性が認識されていることはもちろんである。

シンガポール   Singapore

シンガポールは、日本、韓国、台湾とともに、アジ
アでは数少ないアスベスト使用中止に向かってい
ることの明らかな国である。
1989年にすべての種類の原料アスベストの輸
入及び建材へのアスベスト使用が禁止され、2001
年以降、原料アスベストのユーザー企業は存在し
なくなった。法律的にはなお、アスベストを含有し
た布やガスケット等の輸入及び使用が可能ではあ
るが、事実上、全面禁止を実施済みと言ってよい
であろう。OELは0.1f/ccである。

中皮腫の件数（5年単位）は上図のとおりで、こ
れは死亡統計であるが、明らかな増加傾向が見ら
れる。一方、労災認定件数では、中皮腫が1983

Country 1995 2000 2003

Bangradesh 1,445 2,802

Burma 100 2

Iraq 12

Israel 2,200 20

Kuwait 1,140（1990）

North Korea 848 1,234

Levanon 1,310（1999）

Maldives 2

Mongolia 690 310

Nepal 25

Oman 181 1

Pakistan 1,589 3,129

Saudi Arabia 306 68 7

Sri Lanka 35 12,640 6,106

Syria 1,222 2,010 1,209

Turkey 25,471 27,569 13,510

United Arab Emirates 6,000 10,220 9,112

Yemen 172

アジアのアスベスト使用と健康被害
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～2003年に38件で、業種別内訳は、造船42％、ア
スベスト・セメント34％、断熱8％、海運8％、発電5％、
輸送3％。石綿肺は、1972～2003年に38件で、業
種別では、アスベスト・セメント81％、断熱16％、改
修3％ということである。

台  湾  Taiwan

台湾におけるアスベスト消費量の推移は上図の
とおり。2007年にアスベストの取扱報告をした事
業場数は、前年の50から22に減っている。
1997年にクロシドライト・アモサイトを全面禁止、ク

リソタイルの用途も限定されてきて、2008年からは
主な建材等への使用も禁止され、残るはブレーキ
ライニング、ロープ・ベルト・マット、フィルター、アスファ
ルト（充填材）、防錆塗料等のみとなっている。
台湾では、中皮腫に独立したコードが割り当て

られていない国際疾病分類ICD-9で「163. 胸膜
の悪性新生物」による死亡が、1979～2001年の
23年間に198件で、増加傾向が見られているとの
ことであるが、中皮腫についてはわずかな症例報
告にとどまるようである。

韓  国  Korea

韓国については様 な々ことがわかってきている。
例えば、アスベスト使用量の推移については、
右上図のような状況である。クロシドライト・アモサ
イトは2000年に禁止、OELは2002年に2f/ccから
0.1f/ccに引き下げられた。2009年に原則全面禁
止の実現とともにより包括的なアスベスト対策を導

入される予定である。
中皮腫についてはいくつかの情報源があり、
各々数字が異なっているが、それらの状況は右中
図及び右下図を参照していただきたい。労災補
償実績では、1993～2007年の累計22件、肺がん
が1998～2007年の累計47件となっている。
来年もアジアで様々な取り組みが計画さ

れているところである。
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退職アスベスト紡織労働者の発掘調査
韓国：健康管理手帳制度の交付対象を拡大

J社以外で登録できた人数は、D社50人、N社
（廃止）13人、H社（廃止）6人、HC社（廃止）4人。
各社のX年における―フルタイム労働者数/ア

スベスト取扱者数/年間アスベスト使用量（トン）は、
以下のとおりであった。
J社：  1991年―212/25/2,803
D社：  1992年―9/6/300
N社：  1992年―4/4/50
H社：  1997年―28/15/636
HC社： 1992年―8/5/7
J社についてみると、データベースに登録された
労働者のうち62人の死亡が報告され、1990年前
に雇用されていた者が30人（217人中14％）、1990

10月のAAIセミナーで報告された「韓国におけ
る1970～80年代の退職アスベスト紡織労働者の
調査」の概要を紹介したい（文責は本誌にある）。
これは、1970～80年代に釜山で盛んだったアス
ベスト紡織業で働いた労働者の規模とその健康
状態を明らかにすること、及び対象者への健康管
理手帳の交付の確保を目的として韓国産業安全
公団により行われた調査である。
1990年以前については雇用データが存在して

いないため、元労働者にインタビューを行ってかつ
ての同僚たちを思い出してもらう、ラジオ、雑誌や
工場跡地近辺にプラカードを立て、地下鉄にポス
ターを掲示（右写真参照）して情報の提供を呼び
かける、また、産業安全公団（KOSHA）の釜山地
方事務所を調べたところ、健康管理手帳の発給に
関する記録が保管されていることも発見し、これら
の情報を追跡した。
調査の結果2007年9月までに、韓国最大の紡織
企業だったJ社に働いたことのある者1,464人を見
つけ出してデータベースに登録した。1990年より前
に働いていた者は217人で、そのほとんどがアスベ
ストを取り扱っていたものと推定された。

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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年以後雇用者は32人（1,247人中3％）であった。
1990年前雇用者の死亡30の内訳は、中皮腫
6（20％）、石綿肺5（17％）、肺がん4（13％）、自殺1、
不詳14。これらのうち2008年6月までに労働福祉
公団に労災請求のあったものは、中皮腫6、肺がん
1、石綿肺25で、中皮腫と肺がんの全て及び石綿
肺6が認定され、石綿肺6が却下されている。
1990年以後雇用者の死亡32の内訳は、呼吸器
以外のがん6、肺がん1、肝臓疾患2、結核2、気胸
1、原因不明の間接疾患1、心血管疾患・糖尿病7、
であった。
韓国では1992年から、アスベストを含む14種類

の発がん物質に曝露した労働者を対象に健康管
理手帳が制度が実施されている、2008年6月まで
の、アスベスト取り扱い労働者に対する交付件数
は688件。そのうち118件が紡織業労働者に交付
されている。
健康管理手帳の交付要件は、アスベストの製造

または取り扱いの業務に3年以上従事したことのあ
る者であったが、2009年1月1日から以下のように変
更される。
① アスベストの加工またはアスベスト紡織＝3か
月以上
② アスベスト含有製品製造（アスベスト紡織を除
く）、アスベストまたはアスベスト含有製品の切断
または加工、設備・建物の吹き付けアスベストの
解体、除去及び改修、アスベスト含有断熱材の
解体、除去及び改修＝1年以上

③ 設備・建物のアスベスト・セメント、摩擦材、ガス
ケットの解体、除去及び改修＝10年以上
④ 120＞（②の従事期間（月数））×10＋③の従事
期間（月数）
この改正によって、約5千人が健康管理手帳の
資格が与えられることになると推計されている。
構築されたデータベースでJ社についてみると、
登録された1,464人のうち、健康管理手帳を交付さ
れていたのは91人（6％）だった。残りの92％（1,266
人―1990年以後雇用者覇44人）については雇用
記録が確認でき、確認できないのは107人（1990年
以後雇用者44人）である。
結論として、以下の点が指摘された。

・ 韓国では、過去1970～80年代にアスベストに曝
露した労働者は、これまで行政的管理を受けて
いなかった。
・ 本調査は、積極的にそうした労働者を見つけ出
す作業の有効性を示している。
・ この作業はもちろん簡単ではないが、必要なこと
である！
・ 健康管理手帳の有資格者と無資格者の区分
方法及び財源の確保方法をめぐる問題がある。
・ いまなおアスベストを使用している国は、アスベ
スト曝露労働者のデータベースを構築する必要
があり、例えば健康管理手帳制度かまたは他の
種類の管理システムを準備することが重要であ
る。

中皮腫患者への迅速な支払の第一歩
Department for Work and Pensions, UK, 2008.10.1

本日、新しい2008年中皮腫制度への請求受け
付けが開始されることにより、びまん性中皮腫と診
断されたすべての人々に対するより迅速な支払い
に一歩近づくこととなる。
この一括支払は、以下のような、これまで支払い
を受ける資格のなかった人 に々、6週間以内に、前

払いの金銭的支援を提供するものである。
・ 家族（例えば作業服）からアスベストに曝露した
者
・ 環境的に（例えばアスベスト使用工場の近くに住
んでいて）アスベストに曝露した者
・ アスベスト曝露を追跡することのできない者
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

これまでは、仕事でのアスベスト曝露によりこの疾病に罹患した
者しか、国からの一時金を請求する資格がなかった。
安全衛生大臣Lord McKenzieは、以下のように語る。
「中皮腫は患者本人と家族にはかりしれない苦しみをもたらす。
しかし、彼らや家族が、何らかの支払いを受けるのに何年間も待
たなければならないと心配するようなことがあってはならない。
われわれは、中皮腫に罹患したすべての者が、その職歴に関
わらず、受けるにふさわしい支払いを受けることができるようにする
と確約してきたが、いまや本年末までに最初の支払いをすること
ができるものと見込んでいる。」
この一時金支払いの立法措置は、2008年6月5日に国王の裁可
を得た［発効した］児童扶養等給付法の一部をなしている［2008
年6月号28頁以下参照］。
編注

・ 2006年7月20日に国務大臣が、中皮腫に罹患し
た者へのより迅速な補償を確保するための一連
の暫定措置、及び、中皮腫患者が生存中に補
償を受けることができるようにするための長期的
解決策について発表した。
・ 2006年9月4日から11月26日までパブリックコメント
手続が行われ、応答の概要が2007年3月1日に
発行された。
・ 2007年3月13日に国務大臣が、中皮腫に罹患し
たすべての者により迅速な補償を提供する提案
を公表した。
・ 毎年最大600名程度の、現在政府から援助を受
けていない人 を々助け、新制度開始の最初の2
年間で1万ポンドの支払いと見積もられている。
・ 1979年［じん肺等（労災補償）］法による支払い
は、同法の資格のあるすべての者に対して引き
続きなされ、その水準は現行のままである。
・ 改正の費用は、補償回収に合致させられるよう
にじん肺等（労災補償）法及び2008年中皮腫制
度による支払いがなされ、支払い後に民事損害
賠償に成功した場合には回収されることになる。

中皮腫

・ 中皮腫は、肺または腹部の内膜のがんであり、
ほとんど例外なくアスベストに関連している。常
に致死的であり、診断から死亡までの平均期間
は約9か月である。
・ アスベスト曝露と中皮腫発症との間には長い

 「潜伏期間」があり、これは最低10年以上で多
様であり、平均間隔はほぼ30～40年程度であ
る。
・ 中皮腫は業務上死亡原因の第1位で、現在毎
年約1,800人が死亡し、2010～2015年のピーク
時には約2,500人に達するだろうと予測されてい
る、もっとも一般的な労働関連死亡である。イギ
リスで2006～2020年の間に、3万人がこの疾病
によって死亡するだろう。
・ イギリスにおける中皮腫症例は、以前は主に（莫
大な量のアスベストを使用した）造船や重工業、
アスベスト製品製造業で働いた人々であった。
このため、中皮腫は、これらの産業の多かったス
コットランドや東北・南イングランドなどの地域でよ
り一般的だった。
・ 症例のますます多くの部分がいまや、建設業（大
工、電気工、解体作業者等）やアスベスト建材
が使われ、何らかのかたちでそれがかき乱され
た建物内で働いた人々など、相対的に軽度曝
露を受けた人 に々おいて診断されるようになって
いる。こうしたものがいまや新たな症例の大多
数を占めており、したがって、この疾病のリスクが
ありながら、アスベストに曝露したことに気付いて
いない可能性のある多数の人々がいるも
のと推測されている。
※http://www.dwp.gov.uk/mediacentre/
pressreleases/2008/oct/emp011-011008.asp
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『インドにおけるアスベストの時限爆弾』
Press Release; “India's Asbestos Time Bomb”, 2008.9.25

なるだろう」。
医学の無知や政府の非協力のために隠れた流
行が存在しており、労働者や消費者にアスベストの
危険性を警告する諸措置を欠いていることを考慮
すれば、事態は悪くなるだけという可能性がある。
インドには全国的ながん登録もアスベストがんやア
スベスト曝露を記録するシステムもないために、問
題は理解も対処もされないままである。報告書は、
しかし、これらの欠点を是正する取り組みではなく、
インドが自国と世界の双方でアスベストの使用を積
極的に促進していることに警告を発している。
インドは、カナダのアスベスト関係者と緊密に連携

して、国際連合がクリソタイル・アスベスト輸出に関
する健康情報の公開を課そうとするのを妨害する
ことに関わっている。次回10月にローマでのロッテ
ルダム条約の会合で国連がクリソタイルに国際的
な知る権利規則を適用しようとするときに、両国は
再び、輸出国にクリソタイル・アスベストの使用により
引き起こされるリスクについて警告することを要求
する試みをくつがえすよう動くだろうと思われれる。
「インドではアスベストの危険性は想像できない、
途方もないレベルで無理されており、高水準の経
済成長から利益を得ているインドのアスベスト企業
に莫大な恩恵を与えている」とカザンアレンは言う。
「政府はこの状況の意図的な共謀者であり、その
国民の健康に甚大な結果をもたらしている。しか
し、政治家やアスベスト業界は用心しなければなら
ない―われわれは、その産業の衰退と死滅、故意
に利益の名のもとに世界最悪の産業殺人者を押
し付けたことについて裁判所で弁解する顔
を見ることをめざしているのだから。
※オランダ・ロッテルダムで開催された国際中皮腫
会議での記者発表。同時にインド・ムンバイでも
記者発表が行われた。

過去及び現在増大しつつあるインドへのアスベス
トの輸入は、毎年何千人ものアスベスト関連がんに
よる死亡をもたらすだろうし、すでに「隠れた流行」
の原因となっている、と専門的報告書は明かしてい
る。インド及び海外のアスベスト業界とインド政府の
なれ合いを暴露して、著者たちはインドにおけるす
べてのアスベスト使用の迅速な禁止を求めている。
アジアのキャンペーン及び調査研究団体、国
際的な労働組合連合、アスベスト禁止国際書
記局（IBAS）によって今日（2008年9月25日）出
版された『インドのアスベスト時限爆弾』［前頁
図参照、http://www.ibasecretariat.org/
india_asb_time_bomb.pdf］は、インドにおける
1980年以降のアスベスト使用量は600万トンで、イ
ギリスにおいて産業の歴史全体を通じて使用され
た総量に等しいと計算している。インドは断然世
界最大のアスベスト輸入国である。
「イギリスはいまや史上最大の産業病の流行に
見舞われており、毎年アスベストがんによって5,000
～10,000人が死亡していると推計されている」と、
報告書の編者ローリー・カザンアレンは語る。「アス
ベスト使用に対して有効な規制をもっていないインド
は、より大規模かつ破壊的な流行の寸前にある。
アスベスト関連がんの出現には30年以上かかるこ
とから、インドは今後30年以上がん患者の不可避
的かつ急激な増大に直面することになる。安全な
ものは誰もいない！」。
インドの年間アスベスト輸入量は現在、25万ト

ンを超えており、過去10年間に急速に上昇してい
る。「われわれは、アスベストがんはすでにインドで
毎年数千人の命を奪っていると推計しているが、
2040年までには明らかに1万件を超すだろう」とカ
ザンアレンは言う。「これは家族や地域社会、イン
ドの医療システムに途方もない圧迫を加えることに
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カナダでひろがるアスベスト禁止支持の動き
Canadians Support Global Asbestos Regulations, IBAS, 2008.9.24

比べるとほとんど役に立たない」と述べた。
カナダにはアスベスト被害者があふれている。
毎年数百のアスベスト関連疾患事例がオンタリオ
州サーニアのOHCOW診療所によって登録されて
いる。ブロフィ博士によれば、「公的な援助はわず
かで、カナダはおそらく、先進国の中で、この疾病
の広がりや社会に与えるその影響を追跡していな
い唯一の国である」。被害者を援助し、アスベスト
の危険性についての注意を喚起する資源を政府
は持っていない。パット・マーチン上院議員は、政
府の取り組みの欠如は見落としによるものではない
と考えている。
「間違いなく政府は、アスベスト産業のチアリー
ダーを務めているときに、アスベストに批判的と見ら
れるようなことは支援したがらない」。
トロント爆発の余波として、トロントスター紙の論
説は次のように疑問を投げかけた。
「アスベストがそのように人間の健康に対する脅
威であるならば、なぜカナダは、それを採掘及び輸
出している最後の先進国でいるのか？…ダウンズ
ビュー爆発は、事態が悪化しつつあるときに何が
起こるかのきわだった見本だった」。
人工または自然の災害がなくとも、アスベスト曝
露は依然人間の健康にとって有害であり、さもなけ
れば「現在議会の建物が費用のかかる修繕（推
定10億ドル）の一部としてアスベスト除去が行われ
ている」のはなぜなのか、と筆者は問いかけている。
カナダ人は何十年間も、「ホワイト・ゴールド」の
異名を持つアスベストの使用がもたらす影響につ
いて否認してきた。この夏のはじめ、カルガリーの
道路の広範囲にわたる汚染の発見が人々から無
視されていたことにみられるように、ある種のアスベ
ストに対するマッチョな態度が続いている。市の
報告書は、2008年3月に採集された試料の大部分

この夏、カナダ政府のクリソタイル・アスベストへ
の凝り固まった支持に対する反対がひろがってい
る。カナダのいくつかの州で、アスベスト禁止へ
の支持を動員するめまぐるしい取り組みや進展が
あった。
2008年8月10日午後のトロント北西のサンライズ・

プロパン工場の爆発事故は、アスベスト汚染の可
能性に対する関心から、ダウンズビュー地区の住
民12,000人が避難する事態を引き起こした。100
戸の家屋が結果的に「立入禁止と宣告」され、建
物、街路及び公共区域の浄化作業が開始され
た。汚染は、致命的な爆発現場から1キロ離れた、
デビッドとリンダのイーストウッド家でもみつかり、8月
末の時点でも彼らは代替住宅で暮している。
カナダ通信に対してサーニアのオンタリオ労働
者のための労働安全衛生診療所（OHCOW）の
元所長ジェームズ・ブロフィ博士は、ダウンズビュー
におけるアスベスト汚染は特別なものではなく、何
十万ものカナダの家屋や公共建築物がアスベスト
汚染製品であるゾノライト断熱材を含んでいると指
摘した。レーヴン・サンダースカイは、ウィニペグ、ポ
プラー・リバーの先住民族居住地のゾノライト断熱
が施された政府建物に住み、彼女の両親と3人の
姉妹はアスベスト関連疾患で亡くなった。2008年9
月、一定の資格のあるカナダ人には600ドルと見積
もられた補償を支払うという和解提案が発表され、
彼女はぎょっとした。
「これでは本当に踏んだり蹴ったりだ…600ドル？ 
あなたの家が600ドルと評価されたらどうします」。
カナダのアスベスト政策に対する辛口の批評家
で、アスベスト関連の病的状態である胸膜肥厚斑
罹患者でもある、ウィニペグ選出の上院議員パット・
マーチンは、600ドルを、「まったく取るに足らない
額だ。なされなければならない改善作業の規模に

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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にアスベストが含まれていることを記録した。当局
は公衆に対する危険はないと主張したが、アスベス
ト禁止活動家のカイル・センテスは、地域社会の防
護に低い優先順位しか与えられないことにショック
を受けた。彼女はジャーナリストに次のように語っ
ている。
「安全なアスベストは存在しないし、安全なアス
ベスト・レベルも存在しない…わずかな量のアスベス
トに曝露しただけで病気になった人もいる」。
アルバータに住む、父親を石綿肺で亡くしたセン
テスは、保護具なしでアスベストに汚染された道路
の作業を行った人々が被ったリスクのレベルを心配
している。「その場にいるためには宇宙飛行士の
ような格好をしなければならなかった―言い訳はき
かない」。
カナダは、数少ない他のアスベスト擁護国と一緒
に、国連によるクリソタイル・アスベストの国際貿易
に知る権利の規制を実行しようとする試みを何回
か妨害してきた。2008年7月28日、「環境、労働、人
権運動団体の連合」であるアスベスト禁止カナダ
（BAC）のコーディネーターは、オタワの連邦政府に
対して、2008年10月27-31日に関係国会議がロー
マで開かれることを踏まえて、ロッテルダム条約附
属書IIIへのクリソタイルの包含についての現在の
立場を表明するよう求めた。カナダ環境医師協会
会長のカピル・カッター博士は、カナダの態度は「ロ
ッテルダム条約の健全性を危険にさらしている」と
考えている。人権活動家で新しい「ロッテルダム
条約連合（ROCA）」のコーディネーターであるキャ
サリン・ラフは、これに同意する。
「カナダの妨害は、ロッテルダム条約を稼働不能
にしてきた。国連の担当者たちに、ダブル・スタンダー
ドや例外付きの複雑なシステムに書き直す提案を
回覧するよう強いてきたが、それは大きな災厄であ
る。条約を骨抜きにし、商業的利益を人間の健康
に優先させるものである。これはカナダ人の望むこ
とではない」。
彼女がスター紙に掲載した意見記事の中で、ラ

フは、「カナダにとって、ならず者国家のようにふる
まうのをやめ、代わりにロッテルダム条約のもとにク
リソタイル・アスベストをリストに掲載するのを認める

ときである」と結論づけた。環境法律家協会の研
究者フェデ・レオンも、カナダ緑の党のリーダー、エリ
ザベス・メイもまた、オタワ政府に対して、「条約の邪
魔をするのをやめ、クリソタイルのリスト掲載を認め
る」よう要求した。
「緑の党は首相に対して、クリソタイル・アスベス
トをリストに掲載し、その輸出をやめ、カナダの影響
を受ける労働者に対する公正移行戦略を策定す
ることによって、正義を行うことを要求している」。
ロッテルダム条約締結10周年（9月10日）を記念

して、「世界は首相にロッテルダム条約の妨害をや
める両親を求めている」という見出しの手紙が発
表された。
「深い失望をもってわれわれは、クリソタイル・アス
ベストが条約の科学的・法的要求事項をすべて満
たし、40か国以上ですでに禁止されていることを
検討したうえでの、有害化学物質のリストにクリソタ
イル・アスベストを載せるという条約の科学専門委
員会の勧告の妨害にカナダが果してきた破壊的な
役割を書き留める…。われわれは、有害な化学物
質及び農薬に関して知らされるべき国際的権利に
対するカナダの法的及び倫理的関与を支持するよ
う求める」。
この手紙は、カナダがん学会会長のジム・サイモ

ン博士、（元）アメリカ公衆衛生局副長官リチャード・
リーメン博士、（元）アメリカ労働安全衛生庁基準
策定局長ピーター・インファンテ博士、ラマッチーニ
協会事務局長モランド・ソフィリティ博士（イタリア）
らを含む、125名以上の世界の指導的な医学、科
学界の権威が署名している。
関連して署名者のリストにステイナー博士が含

まれていることを指摘しておきたい。ステイナー博
士は、2007年秋にクリソタイルに関する報告書の
作成のためにカナダ保健省によって指名された科
学者の一人だった。2007年11月にカナダで開かれ
た専門家パネルによる議論を経て、報告書は2008
年3月に完成した。パネルのメンバーたちはこの報
告書がすぐに発表されるものと見込んでいたにも
かかわらず、本稿執筆時点でいまだ公表されてい
ない。この遅れについての説明もなされていない。
「公務員の話法」をつかいながらある匿名のカナダ



42   安全センター情報2008年12月号

保健省のスポークスマンはEメールの中で、「人間
の健康との関係でクリソタイル・アスベスト繊維に関
するさらなる知見に資するために局で報告書をレ
ビューしている…（また報告書は）局がその結論を
レビューした後に一般に公表されることになるだろ
う」と書いている。ステイナー博士とパネルの議長
だったトレバー・オグデン博士は、公表の容認できな
い遅れについてトニー・クレメント大臣に苦情を言っ
た。カナダ政府に所有権を与える契約に署名して
いるために、専門家の誰も報告書の文章を公表で
きる立場にない。9月はじめに、連邦議会選挙が10

月14日に実施されると知らされたとき、この進歩的
な報告書が一般人には手の届かないところにとど
まるであろうことが決定的になった。ロッテルダム
条約関係国が会合したときに、新たな政府は古い
政府と同じようにふるまうであろうことは疑いない。
※http://ibasecretariat.org/lka_can_supp_glo
b_asb_regs.php
 次の記事に出てくる翌10月のカナダ医師会誌
（CMAJ）の記事も参照されたい。
 http://www.cmaj.ca/cgi/content/
full/179/9/871

ロッテルダム条約は破局を迎えた
Barry Castleman, 2008.11.4

底的な科学的精査を行い、ひろく禁止されている
エンドサルファン及び船殻塗料の防汚剤として用い
られているトリブチルすず化合物とともに、再度クリ
ソタイルのPICリストへの追加を勧告した。
カナダ、インド、アメリカ、オーストラリア、ドイツ、ロ
シア、ウクライナの活動家たちがローマに集まり、圧
倒的多数の加盟諸国がロッテルダム条約を救おう
とする努力に協力した。ラマッチーニ協会は各国
に対して、同条約批准への関与に敬意を表しつ
つ、3つの新物質のPICリストへの追加が認められ
るよう緊急の要請書を送った。
結局、全体投票は行われなかったが、インド、パ

キスタン、カザフスタン、キルギスタン、ウクライナ、フィ
リピン、メキシコ、ベトナムの8か国が、クリソタイル・
アスベストの附属書IIIへの追加に反対であること
を表明した。カナダは積極的に関わりはしたものの、
その立場を再三訊ねられたのに対して回答するの
を断った。カナダは、一部はカナダ医師会誌に掲
載された衝撃的な論説に基づくメディアの批判的
報道の波のもとで動揺してきている。
何の変更ももたらさないアスベストのPICリストへ

の追加に反対することに、なぜ7つのアスベスト輸
入国が（アスベスト輸出国である）カザフスタンに

先週、ロッテルダム条約の批准国126か国及び
数か国のオブザーバー（アメリカ、ロシア等）がロー
マで会合した。この会議は、2年毎に、同条約附
属書IIIに［新規］物質を追加することを目的として
開催される。附属書IIIの有害物質は、少なくとも
世界のふたつの地域で禁止されているものであり、
大部分はもはやあまり使用されていない農薬であ
る。これらの物質については、輸出国は相手国に
対して最初に当該物質の知られた規制状況につ
いて通知しなければならず、相手国がそれでも望
んだ場合に輸出することができる。
これは事前の情報に基づく同意（PIC）と呼ばれ
ており、貧しい諸国に自国民のよりよい防護と国境
管理の機会を与えるために考案されたものである。
同条約は何かを禁止するものでも、記載された物
質の国際貿易を妨げるものでもない。さらに、1か
国でも反対すれば、附属書IIIに物質を追加するこ
とはできないことになっている。
カナダは、アスベストの歴史的世界使用の95％を
占め、また、1998年に同条約が導入されて以来国
際貿易における唯一の種類のアスベストであるクリ
ソタイル・アスベストのPICリストへの追加を繰り返し
妨害してきた。今年、化学物質検討委員会は徹

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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加わるよう引きずり込まれてしまったのか驚くばかり
である。彼らは輸入し続けることはできるのである。
しかし、（ロシア、ジンバブエ、カナダ、ブラジルも含
めた）アスベスト輸出国はこれに対して過敏な反応
を示した。ブラジルの代表は筆者に、エンドサルファ
ンのPICリストへの追加には賛成だが、クリソタイル
については棄権するだろうと話した。ロシアの代表
は、自国のアスベストのPICリストへの追加阻止に
他国を引き込むためにできることは何でもやった。
クリソタイル・アスベストの附属書IIIへの追加を
妨げた諸国の少なくともいくつかは買収されたので
はないかと、不思議に思わざるを得ない。それら
諸国のほとんどが、アスベストのPICリストへの追加
に反対する理由を説明しなかった。

タによって記録されている。
※http://ibasecretariat.org/bc_int_conf_tox_c
onv_wrecked.php
 写真上はIBASのウエブサイトから。写真下はバ
リー・キャッスルマンから送られたもので、左側が
バリー、右側はイギリスの元工場医学監督官モ
リス・グリーンバーグ博士―ローマの食糧農業機
関（FAO）の建物のベランダでのデモンストレー
ション。
 文中のラマッチーニ協会の要請書：
 http://www.collegiumramazzini.org/index.
asp
 文末にあるラフ、ドゥッタらによる記録：
 http://ibasecretariat.org/cop4_dossier.php

エンドサルファンの主要な輸出国であ
るインドは、エンドサルファンのPICリスト
への追加に反対し、パキスタンがそれに
加わった。ロッテルダム条約は不面目な
無秩序状態を示して粉砕されつつあると
いう疑念は、いまやこれら諸国が吹き飛
ばしてしまった。すべてを仕切っている
のは、原則を生け贄に捧げようとしている
政府と緊密に結び付いた産業界であり、
産業界はその製品をPICリストから外し
続けることができるのである。トリブチル
すず化合物は反対なしにPICリストに追
加された。
関係する諸国の大多数によって想定

される国家グループが、新たな化学物
質をPICリストに追加するのに75％の多
数で十分な、次の段階にどうにかして移
るかどうかが今後の課題である。発動
されたことがない括弧書きではあるが、こ
れも条約に定められていることであって、
満場一致でなければ取り除くことはでき
ない。
さしあたり有害企業犯罪が国際的な
公衆衛生を打ち負かした。ローマ会議
での出来事は、会議に参加した活動家
であるロッテルダム条約連合（ROCA）の
キャサリン・ラフ及びマドゥミタ・ドゥッ
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東京労働局（局長・東明洋）では、管下18の労
働基準監督署（支署）が平成19年度に実施した
過重労働による健康障害を発生させた事業場（以
下「過労死等発生事業場」という。）に対する監
督指導結果の概要を下記のとおり取りまとめた。

監督指導実施事業場のうち

・ 19％の事業場が過重労働による被害を受けた

労働者（以下 「被災労働者」 という。）に発症前

の1年間に健康診断を受診させておらず、75％

の事業場が、 発症前に受けた健康診断で何ら

かの所見があった被災労働者に対して、 健康

診断の事後措置を講じていなかった。

・ 65％の事業場が、被災労働者が発症した時期

に、医師による面接指導等の措置を講じていな

かった。

・ 発症後、長時間労働の是正、医師による面接

指導等の改善を行った事業場は、56％であっ

た。

1  監督指導実施時期

平成19年4月1日～平成20年3月31日

2  監督指導対象事業場

労働時間の不適正な管理、長時間労働や不適
切な健康管理を原因として過重労働による健康
障害を発生させ、監督署が労災認定を行った43
事業場。

3  実施概要

（1） 業種別内訳
業種別の内訳は、本社事務所等が最も多く12
事業場、次いで卸・小売業の8事業場、運輸交通
業の5事業場、金融広告業の4事業場、情報処理
サービス業の3事業場となっている（表1参照）。
（2） 規模別内訳
事業場の規模別の内訳は、「10人以上～50人
未満」の規模が15事業場と最も多く、「100人以上
～300人未満」の規模が11事業場、「50人以上～
100人未満」及び「1,000人以上」の規模がそれぞ

過重労働による健康障害を
発生させた事業場に対する
監督指導結果について
平成20年9月30日  東京労働局発表

業   種 事業場数
製造業 2
建設業 2
運輸交通業 5
貨物取扱業 1
卸・小売業 8
金融・広告業 4
映画・演劇業 1
教育・研究業 1
労働者派遣業 2
警備業 2
情報処理サービス業 3
本社事務所等 12
合計 43

表1  業種別内訳

東京労働局/過労死事業場監督指導結果
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れ5事業場、となっている（表2参照）。
（3） 被災労働者の従事業務別内訳
管理的な立場にある者（労働基準法第41条の
管理・監督者以外の管理職も含む）は17人で、一
般の労働者は26人であった。
一般労働者の従事業務別内訳は、営業に従
事する者が5人と最も多く、自動車運転者及び事
務員が4人、システムエンジニアが3人となっている
（表3参照）。
（4） 被災労働者に対する健康診断の実施及び
事後措置の状況
被災労働者に対して発症前の1年間に健康
診断を受診させていなかった事業場は8事業場
（19％）であった。
健康診断を受診した被災労働者35人の中で何

らかの所見があったものが20人（受診者の57％）お
り、この中で、有所見者に対する事後措置を行わ

なかった事業場は15事業場（有所見者の75％）で
あった。（表4参照）
（5） 労働時間の把握状況
被災労働者の労働時間の把握を行っていな

かった事業場は6事業場（14％）であった。
（6） 過重労働による健康障害防止対策の実施
状況
過重労働による健康障害を発生させた時期に、
医師による面接指導等（※）の措置を講じていな
かった事業場は28事業場で、全体の65％であっ
た。
（※） 医師による面接指導等とは、
ア 平成18年4月1日以後は、労働安全衛生法第
66条の8及び同法第66条の9に基づく面接指導
及び面接指導に準ずる措置（労働者に対し保
健師等による保健指導を行う、チェックリストを用
いて疲労蓄積度を把握の上必要な者に対して
面接指導を行う、事業者が産業医等から事業
場の健康管理について助言指導を受ける等）
のことをいい、平成20年3月31日までは、労働者
が50人以上の事業場に対して法律の適用を受
け、平成20年4月1日からは、事業所規模に関わ
りなく法律の適用を受けることとなった。
イ 平成18年3月31日以前は、平成14年に策定さ
れた「過重労働による健康障害防止のための
総合対策」（現在は廃止）に基づく産業医等に
よる助言指導等（労働者に対して産業医等の
面接による保健指導、及び、事業者が産業医
等から事業場の健康管理について助言指導を
受ける）をいう。

（7） 過重労働による健康障害を発生させた時期

事業場規模 事業場数
10人未満 3
10人～50人未満 15
50人～100人未満 5
100人～300人未満 11
300人～1,000人未満 4
1,000人以上 5
合計 43

表2  規模別内訳

従事業務等 労働者数
管理的な立場にあった者 3

一般労働者

営業に従事する者 15
自動車運転者 5
事務員 11
システムエンジニア 4
その他 5

計 43

表3  従事業務別内訳

※その他の10人とは、建設工事現場監督、警備員、テレ
フォンオペレーター、荷物の仕分け作業員（各1名）な
どの労働者である。

実施事項 人数
被災労働者数 43

健康診断を受けた者 35

何らかの所見があった
者に対する事後措置

実施 5
未実施 15

所見のなかった者 15
健康診断を受けなかった者 8

表4  被災労働者の健康診断及び事後措置の実施状況
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における事業場の衛生管理体制等
過重労働による健康障害を発生させた時期に
衛生管理者を選任していなかった50人以上の事
業場（以下同じ。）が9件（労働者50人以上の25事
業場の36％ ）、衛生委員会を設置していなかった
事業場が7件（同28％）、産業医を選任していなか
った事業場が8件（同32％）であった。
なお、産業医が職務の適切な実施を行っていな
かった事業場が12件（産業医を選任した17事業
場の71％）であった。（表5参照）
事業場として、過重労働による健康障害を発生

させた時期に健康診断を実施していた36事業場
のうち、有所見者についての医師による意見聴取
を行っていなかったものが、19事業場（健康診断
を実施した36事業場の53％）、勤務等の軽減措置
等の健康診断実施後の措置を講じていなかった
ものが、16事業場（同44％）であった。（表6参照）

4  監督指導結果

（1） 監督指導時の法令違反等の状況
監督指導実施43事業場のうち、41事業場

（95％）において、労働基準法及び労働安全衛生
法等の法違反が認められ、法違反の認められな
かった事業場も含め、全ての事業場に対して労働
時間管理、過重労働による健康障害防止等につ
いての文書による改善指導を実施した。

指摘した違反項目は、労働基準法では、第32条
（時間外・休日労働の届出なく若しくは協定の範囲
を超えて時間外労働をさせていたもの）が35件（全
体の81％）と最も多く、次いで第37条違反（時間外
手当等の未払い）が18件（同42％）となっている。
労働安全衛生法では、衛生管理者の未選任

（同法第12条違反）の9件（労働者が50人以上の
事業場の36％）が最も多く、次いで衛生委員会の
未設置（同法第18条違反）が4件（同16％）、産業
医の未選任（同法第13条違反）が2件（同8％）、と
なっている。
また、41事業場（全体の95％）に対して、「医師に
よる面接指導等」「長時間労働の排除」「労働時
間の適正把握」「健康診断の事後措置の徹底」な
ど過重労働による健康障害防止のための指導文
書を交付している。
（2） 事業場の自主的な改善状況
過重労働による健康障害を発生させた後、監
督指導実施までに自主的に改善を行った事業場
は24事業場（56％）であった。
改善した事項の概要は、長時間労働の是正が
16事業場（改善した事業場の67％）と最も多く、次
いで労働時間の適正把握の14事業場（同58％）、
衛生委員会活動の強化の6事業場（同25％）、健
康診断の実施の5事業場（同21％）の順となってい
る。（表7参照）
なお、事業場が自主的な改善を行うことにより、
過重労働による健康障害を発生させた時期に比
べ、産業医の選任状況（発症時の未選任32％）、

実施事項 事業場
数

違反率
（％）

衛生管理者未選任 3 36
衛生委員会未設置 7 28
産業医未選任 8 32

産業医の職務の未実施 12 71

表5 衛生管理体制の状況

実施事項 事業場
数

違反率
（％）

医師による意見聴取未実施 19 53
健康診断実施後の措置未実施 16 44

表6  健康診断の事後措置の実施状況

実施事項 事業場数
長時間労働の是正 16
労働時間の適正把握 14
衛生委員会の活動強化 6
健康診断の実施 5
医師による面接指導 4
医師からの意見聴取 3
衛生委員会の設置 3
産業医活動の強化 3

表7  自主的改善状況

東京労働局/過労死事業場監督指導結果
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及び衛生委員会の設置状況（発症時の未設置
28％ ）については、一部改善が図られていたもの
の、監督指導時に未だに産業医の選任及び衛生
委員会の設置を行っていない事業場が見られ、衛
生管理者の選任については、全く改善が見られな
かった。（表8参照）

5   過重労働による健康障害防止対策に関する
東京労働局の取組について

平成19年の東京における労働者1人平均年間
総実労働時間は、1,860時間と前年度に比べ36時
間増加しており、一般労働者の所定外労働時間
は、前年に比べ、4時間増加し、平成5年以降最多
となっている。
労働力調査によると、平成19年の週60時間以
上の雇用者の割合が前年に比べ10.3％とやや減
少したものの、依然として高い比率を示しており、
月80時間を超える時間外労働・休日労働が行われ
ている実態が窺える。
一方、過重労働による脳心臓疾患・精神疾患の
労災申請件数も年々増加傾向を示している。

事業場数（違反率）
発症時 監督指導時（H19）

衛生管理者の未選任 9 9（36％）
産業医の未選任 8 2（8％）
衛生委員会の未設置 7 4（16％）

表8  衛生管理体制の状況 このようなことから、東京労働局では、平成20年
度の行政運営にあたり、長時間労働の抑制対策、
過重労働による健康障害防止対策を重点としてお
り、「過重労働による健康障害防止対策」等により
下記の取組を行っているところである。
（1） 長時間労働の抑制に向けた取組の推進
適正な時間外労働協定の締結・届出について、

引き続き労使当事者に対し指導を行うこと。
（2） 労働者の健康管理に係る措置の徹底
健康診断と健康診断実施後の措置、保健指導
等を確実に実施すること及び長時間労働者に対
し、医師による面接指導等を実施するよう指導を
行うこと。
（3） 労働時間管理、健康管理等に関する法令の
遵守徹底のための監督指導等
過重労働による健康障害を発生させるおそれ

のある事業場に対する指導を強化し、労働基準
関係法令違反には、厳正に対処していくこと。
（4） 過重労働による健康障害防止運動の推進
本運動の推進月間である9月を中心に労使によ

る過重労働防止対策の自主的促進を図るため、
産業保健フォーラムや各署で開催する労働衛生
週間説明会等により集中的な周知啓発を行うこ
と。
（5） 小規模事業場に対する指導等
産業医、衛生管理者の選任義務のない小規模
事業場に対して、地域産業保健センターの利用促
進を行っていくこと。

中央労働金庫亀戸支店「（普）7535803」
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逆転全面勝訴！ 安全衛生配慮義務を認定
北海道●ホテル設備労働者の中皮腫損害賠償裁判

各地の便り

札幌ロイヤルホテルのボイラー室などで設備関係業務
に長年従事し、中皮腫を発症して亡くなった一宮次男さ
んのご遺族（妻・美恵子さん、娘・貴子さん）が、ホテル運営
会社の札幌国際観光に対して4,100万円の損害賠償を求
めた裁判で8月29日、札幌高等裁判所（末永進裁判長）は
2007年3月の札幌地裁判決を取り消し、一宮さん側の主
張を全面的に認めて、被告に約3,200万円の支払いを命
じる逆転判決を言い渡した。
労働者の中皮腫被害について賠償を命じるものとして

は、関西保温事件に次いで2件目。石綿製品製造、造船、
断熱保温など石綿を日常的に多く使用する職場と違い、
ボイラー、設備補修作業など比較的曝露の少ない職場に
おいても、遅くともじん肺法制定の1960年以降安全対策
を行っていなければ、企業側が責任を問われるとの判断
を示した点で画期的な判決となった。
死亡慰謝料についても、関西保温事件の1,500万円より

も多い3,000万円を認めた点も注目されている。

の機械室、ボイラー室等において、設備係の従業
員として働いた。
2001年4月頃から体調が悪化し5月に入院、6月

に胸膜中皮腫との確定診断を受け、9月に札幌中
央労働基準監督署に労災請求、11月に認定され
た後、残念ながら2002年4月に永眠された。
ホテルは1964年5月に竣工開業しており、一宮
氏は開業当初からの従業員ということになる。石
綿に曝露した原因は、機械室等に設置されたボ
イラーを稼動させる業務、ホテル内のすべての蒸
気、給油、冷房、給排水配管の補修業務、吹き付
け石綿のある天井裏での作業のほか、機械室等
にあった吹き付け石綿によるものだった。
原告が敗訴した札幌地裁判決は、こうした業務
上の曝露が一宮氏の中皮腫の原因であるとして

今回の勝訴はご遺族の頑張り、アスベスト訴訟
弁護団と中皮腫・じん肺・アスベストセンターの的確
で地道な取り組み、中皮腫・アスベスト疾患・患者と
家族の会北海道支部の皆さんの支援によって勝
ち取られたものである。
被告は愚かにも最高裁に上告したが、この高裁
判決が石綿被害の加害者・企業の責任を追及す
る取り組みの今後に大きな影響を与えることは間
違いない。

地裁判決の誤り正す

一宮氏は、1960年から北海道大学や合同庁舎
の暖房関係の仕事に従事し、1963年にボイラー技
士2級免許取得、その後、設備関係の会社を経て
1964年4月頃に被告である札幌国際観光株式会
社に就職し、同社の経営する札幌ロイヤルホテル

故・一宮次男氏
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各地の便り

因果関係を認める一方で、その原因は1985年頃
までの曝露であって、かつ、被告の安全配慮義務
違反について、1988年までの曝露については問え
ないとしたのだった。
なぜ、「1988年までの曝露については被告に責
任はない」としたのか。1988年2月1日に厚労省、
環境庁は「建築物内に使用されているアスベスト
に係る当面の対策について」という連名の通知
（1988年通知）を、都道府県、指定都市、政令市
などに出して、建築物のアスベストに適切な処置を
行う必要性を示している。

札幌地裁の判断

札幌地裁判決はこの通知をとらえて、次のよう
な判断で被告に責任はないとしたのだった。
① 建造物の所有者や注文主の建物に使用され
ている建材などに対する安全配慮義務は、建
材などの製造業者、建築業者、国に課されるべ
き安全配慮義務ほどのものではない。
② 1988年通知までは、吹き付け石綿について
一般的啓蒙活動がされていたとは言い難いし、
1975年の吹き付け石綿規制は作業に労働者を
従事させることを原則禁止しているだけであっ

て、吹き付け石綿の禁止そのものは2008年まで
明文規定はなかった。
③ こうした状況の中で「ホテルを経営するに過
ぎない被告」が国の対策を上回る対策を取らな
ければならないとすることはできない。
これに対して、原告側は控訴審では、「被告は
一宮氏の使用者として厳しい安全配慮義務を
負っており、一宮氏の石綿曝露作業は特定化学
物質等障害予防規則（特化則）にいう石綿曝露作
業にあたる。曝露防止対策を怠っていたことは明
かであるので、信義則上、当然賠償責任がある」
ことを主張した。地裁判決が被告の使用者責任
を見過ごした重大な誤りを犯している点を正確に
衝いたものだった。

札幌高裁の判断

札幌高裁判決ではこうした主張が全面的に認
められ、とくに、被告の安全配慮義務違反につい
ては、次のような判断が示された。
① 被告は特化則が製造現場での作業を想定
した規制であり、被告のような末端レベルで、
かつ、臨時的に石綿含有製品が使用される場
合についてまでもその対象とするものではなく、
1987年（注：1988年通知の前年）ころまで、石
綿が人の生命・健康に対する重大な影響を与え
るものであることを認識することはできなかったと
主張するが、労基法、労働安全衛生法、特化
則にいう「使用者」を、製造者に限定したり、末
端使用者などを除外する規定はない。労働者
に一定の作業をさせる「使用者」または「事業
 者」であれば、法令の規制対象と解される。
② 石綿含有製品の切断等の作業は、遅くとも
1960年には、じん肺法の規制対象になっていた
ということができる。
③ 被告は「使用者」または「事業者」に該当し、
法令上の各種措置を講じていたとは認められな
い。法令を遵守したか否かと安全配慮義務違
反か否かとが直ちに結び付くものではないが、安
全配慮義務違反の判断において、行政法規に
おいて要求される事業者の義務を遵守していた
か否かは、信義則違反か否かを判断する上で



50   安全センター情報2008年12月号

重要な要素として考慮されるというべきである。

被害に対する責任

被告が最高裁に上告したため最終決着とはな
らなかったものの、高裁判決は重い。
過去に労災認定があった事業場、職種をみて

も、石綿製品製造業にとどまらず、石綿製品を使
用した実に多くの職場で石綿被害が発生している
ことが明らかになった今日、今回の札幌高裁判決
のもつ意味は大きい。
労働現場での石綿製品の製造、使用に伴う曝
露防止責任を、1960年の段階から法的に問える
可能性が示された、つまり、その頃から企業がきち
んとしたことをしていれば、国が規制権限を適切に
行使していれば、今日までに発生し、これからも発
生が続くであろう多くの石綿被害が防げたことが、
法的に認められたということである。

一宮氏は仕事で石綿製品を切断したりする作
業を行っていたと同時に、吹き付け石綿からの曝
露も相当あったとみられたが、高裁判決は、吹き付
け石綿からの曝露については「問題にするまでも
ない」などの点から責任論には踏み込まなかった。
現在、文具店店長が倉庫の吹き付け石綿（青石
綿）を原因として中皮腫を発症、死亡したことについ
て、建物の所有者（近鉄）などを相手取った損害賠
償裁判が大阪地裁で進んでいる。また、過去の労
災認定事例の中でも相当数の建物の吹き付け石
綿を原因とする事例があがっているし、教員の中皮
腫例が少なくないというこがわかってきている。
今後は、建物、特に吹き付け石綿を放置した企
業や国の責任が明らかにされていかなければなら
ないだろう。当センターもこうした問題に積極的に
取り組んでいくことにしている。

関西労働者安全センター

各地の便り

不支給決定から13年を経て逆転認定
兵庫●新資料に基づき石綿肺がんに業務上の判断

労災申請において一度不支給が決定した事案
は、再申請を行っても受理してもらえず、不支給事
案として取り扱われる。しかし今回、1995年に不支
給となった事案について、新たな資料を労働基準
監督署に提出することで、不支給決定から13年を
経て認定されるという、画期的な決定が行われた。
築炉工として約22年間働いてきた姫路市のAさ

ん（男性・当時50歳）は、1991年に肺がんで亡くな
られた。じん肺手帳（管理区分2）を持ちながら働
いてきたAさんの遺族は、肺がんの原因はじん肺
であると考え、1994年4月に姫路労基署に労災申
請を行った。
当時の認定基準は、①石綿合併肺がんの場合

は第1型以上であること、②石綿肺の所見がない
肺がんの場合は、従事歴が概ね10年以上であっ
て、胸膜プラークまたは肺組織内の石綿繊維・石

綿小体の医学的所見、の要件を満たす場合となっ
ていた。姫路労基署が行った調査の結果は、「じ
ん肺の程度は管理区分4相当でなく、また、石綿に
よるものとも認められず…業務上の疾病とは認め
られない」ということであり、1995年6月に不支給の
決定が行われた。
2005年にクボタ・ショックによりアスベストが社会
問題化する中で、納得できない遺族は、姫路労基
署に再調査の申し立てを行ったが、一度不支給に
なった事案であるため取り合ってもらえなかった。
そこで遺族は、2007年12月に、石綿健康被害
救済法に基づき環境保全機構に特別遺族給付
金の請求を行い、調査の推移を見守っていた。そ
うした中、2008年3月末に石綿労災認定事業所名
が公表され、Aさんの勤めていた事業所において
中皮腫で1名が認定となっていることが判明し、ホッ
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各地の便り

トラインを開設していたひょうご労働安全衛生セン
ターに相談が入ったのだった。
早速、姫路労基署の調査復命書を入手するた

め個人情報の公開請求を行った。なにぶん13年
前の資料であり、資料が残っているか不安だった
が、6月に開示されることとなり、労基署の調査内容
が克明に判明した。また、5月には環境保全機構
から救済法の決定の通知が届き、決定に至る経過
と収集した資料の提供を求めた。
Aさんは入院されていた姫路市内の病院で手術

をされたのだが、その際の切除組織が病院に残さ
れていた。環境再生保全機構は、病院に残され
ていた組織から石綿小体の測定を行い、乾燥肺
1g当たり29,000本という結果を得ていた。現在、
世界的には1g当たり1,000本以上なら労働曝露と
いわれており、この数字からもAさんがいかに高濃
度で石綿に曝露したかがうかがえる。
センターでは、石綿小体測定調査書を基に「調
査不備である」と兵庫労働局へ申し入れを行った
が、労働局は「判断できない」との回答であったた
め、厚生労働省に問い合わせるよう申し入れるとと
もに、全国安全センターの厚労省交渉の要求課題
に盛り込むことにした。7月29日の厚労省交渉では、
「個別事案なので回答できない」としながらも、「決
定後に、当時提出されなかった新たな情報が出て
きて、その証拠が当時の認定基準等に照らして業
務上と認められるような場合であれば、再調査して
原処分を見直す」との回答を引き出すことができ
た（10月号参照）。そして、なんとその日の夕方、姫
路労基署から遺族に、支給が決定したとの電話
が入ったのだった。実際に認定通知書が遺族に
届いたのは9月中旬、Aさんが亡くなられてから17
年、不支給決定から13年が経過していた。
なぜこうした事態が起きてしまったのか。労基
署の復命書を見ると、調査官は当時の労災認定
基準に基づき丁寧に調査を行っていることがうか
がえる。ところが、Aさんが入院をしていた病院が、
「じん肺と肺がんとの因果関係はない」「摘出肺に
石綿肺の病理学的所見は指摘できない」と意見
を述べていることが判明した。病院側が、もう少し
丁寧な検査・対応をとっていれば、13年の空白は
生まれなかったのである。
Aさんのご遺族は、「（主人は）生前から『自分

が死ぬときは肺で死ぬ』『これだけ粉じんを吸えば
長くはないだろう』と言っていました。いったん不
支給と言われとても残念でしたが、今回決定の通
知をいただき、やっと主人がうかばれます」と話さ
れている。こうした事例が、まだまだ埋もれている
可能性がある。引き続き、すべての被災者が救済
されるよう取り組みを強めていく必要がある。

ひょうご労働安全衛生センター
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石綿肺がん不支給を提訴
兵庫●決定取り消しを求めて神戸地裁へ

造船所において約23年間に
わたり、溶接作業や船内での
組立作業に従事してきた丸本さ
ん（66歳）は、2003年3月2日に肺
がんで亡くなられた。ご遺族は、
生前に本人さんから聞いた作業
状況から、死亡の原因は石綿で
はないかと考え、2005年11月29
日に神戸東労働基準監督署に
労災遺族補償年金の支給を請
求した。
神戸東労基署は2006年3月20

日に不支給処分を決定した。そ
の理由は、「被災者に発症した
肺がんは、石綿曝露を示す医学
的根拠に乏しく、またじん肺所見
も認められない」ということであっ
た。つまり、画像上で「石綿曝
露を示す胸膜プラークがない」と
いうこと。その後、不服を申し立
てたが、兵庫労災保険審査官
は2006年12月20日に請求を棄却
し、再審再請求についても労働
保険審査会は2008年4月16日に
請求を棄却した。
今回、再審査請求が棄却さ

れた後、東京・芝病院の藤井医
師にレントゲン・CTフイルムを読
影していただいたところ、「胸膜
プラークあり」の所見をいただき、
ご遺族が不支給処分の取り消
しを求め提訴することとなった。
世界の医学会では、石綿によ

る中皮腫を1とした場合、石綿に
よる肺がんはその2倍であるとい
うのがコンセンサスとなっている。
アスベスト問題が社会問題化す
る中で、中皮腫の患者・家族へ
の救済は進んでいるが、石綿肺
がんの患者・家族の救済は中皮
腫の半分以下というのが現状で
ある（別掲記事―18頁以下参
照）。それは、労災の認定基準
に示されている「胸膜プラークが
認められること」という点が大きく
影響しており、胸膜プラークの所
見については読影する医師によ
り大きな幅があるからである。
そのため認定基準にとらわれ
ず、曝露状況や過去の認定事
例等を総合的に判断することと
されている。全国の地域安全
センターが扱った石綿肺がん事
例においても、画像上で胸膜プ

ラークが認められなくても、同僚
の胸膜プラーク所見や、それまで
も認定事例を基に業務上である
と認定されたケースが続出して
いる。認定に当たっても、監督
署の調査に幅があるのである。
丸本さんの場合は、神戸工場

で同時期に働いた方のうち、19
人が中皮腫や肺がんで労災認定
（2007年12月末時点）を受けて
いるが、こうした点についても労
基署は調査において考慮してい
ない。
10月10日、ご遺族は神戸東監
督署の不支給処分の取り消し
を求め、神戸地裁へ提訴した。
提訴に当たり、アスベストセンター
の斎藤さん、関西センターの片
岡さんと古川さんに協力をいた
だき、アスベスト訴訟弁護団の位
田弁護士と古川弁護士に担当
していただくことになった。提訴
後の会見でご遺族は、「喫煙歴
もなく、石綿以外に原因は考え
られず、不支給処分の決定には
納得がいかない」「肺がんの救
済は、誰かが訴えないと道が開
かれない」と訴えられている。
今回の提訴は、神戸東監督

各地の便り
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署の不支給処分の取り消しを求
めるものであるが、石綿肺がん
の認定のあり方、認定基準や、
胸膜プラークの読影について争
うこととなる。そうした意味にお

いても、石綿肺がんの患者・家
族の方々の今後の救済に大きな
影響を与える裁判である。皆さ
んのご支援をお願いしたい。
ひょうご労働安全衛生センター

肺がんではなかったけれど…
東京●鋳物工場労働者Hさんの場合

Hさんは、埼玉県の自動車部
品製造会社に約40年間勤めて
鋳物の加工作業に従事してい
た。2005年3月に肺がんの診断
で手術を受け、じん肺に合併し
た肺がんとして熊谷労働基準
監督署から労災認定を受けた。
ところが2006年5月、認定は間
違いだったとして、休業補償を
返すよう通知が来た。労基署に
よると肺がんの診断は誤診だっ
たというのである。すでに休業
補償金として約290万円と療養
費約185万円が支給されており、
返還はできないと困惑したHさん
が相談に来られた。
Hさんは、2000年頃から咳や
痰が続き、県内の病院で検査を
受け結核か肺がんを疑われ定
期的に検査を受けていた。症
状がなかなか軽快しないために
転院して検査を受けたところ、
肺がんと診断され手術を勧めら
れ、呼吸器の専門病院を紹介さ
れた。内視鏡で組織を採って
検査したががん細胞は出なかっ
た。数年間のレントゲン写真で
も影の大きさは変わらず肺がん

の可能性は低かったのであるが、
「切ってみなければ分からない」
と言われて手術を決意した。切
除した肺を調べたところ肺がん
ではなくじん肺の結節であること
が判明した。しかし、病院からは
じん肺合併肺がんとして労災申
請がなされ、労基署は十分に調
査せずに支給決定を出したので
あった。
労基署の単純ミスでありHさん

には何の責任もない。いまさら
返せと言われても働けない状況

のなか給付金で生活してきたた
め、どうすることもできない。納
得できず埼玉労働局に審査請
求をした。しかし請求は棄却さ
れ、現在再審査請求中である。
Hさんの主張としては、「肺がん
は誤診だったがじん肺の結節を
手術したのであり、あくまで鋳物
加工作業によるじん肺のための
療養であり休業であって労災で
ある」というものである。
Hさんはその後も咳と痰、歩く
時の息切れが続いており、亀戸
ひまわり診療所を受診して、じ
ん肺合併続発性気管支炎と診
断された。手術で大きなじん肺
結節はなくなったものの、じん肺
の小さい影が残っており、再度
熊谷労基署に労災申請をした。
数か月の審査の後に労災として
認められた。一安心だが再審
査請求はまだ決着はついておら
ずこれから。熊谷労基署の不
当な返還命令を何としても取り
消させなくてはならない。

東京労働安全衛生センター

偽装請負でブラジル人労災
兵庫●証拠をねつ造・隠滅する会社

ブラジル人労働者シルバさん
は、2002年からカップラーメンな
どの製造会社東洋水産で働い
てきた。雇用主は派遣会社パー
スで、パースと東洋水産は業務
請負契約を結んでいた。この請
負契約は明らかに偽装請負で

あった。
労災事故が発生したのは、
2004年12月19日、午前4時50分
頃。シルバさんは麺を油で揚げ
る場所の清掃作業中、高圧ホー
スのバルブを開けて清掃しようと
したところ、水圧でホースが大き
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く揺れた。踏ん張ってバランス
をとろうとしたが、床が油で滑り
やすくなっていたため、滑って転
倒し、さらに手に持っていた高圧
ホースの金具が左足膝に強く当
り、左足膝関節を骨折した。
シルバさんは、2回の手術を受
け、24日間の入院、13か月の通
院を経て、2006年2月3日に治癒
の診断を受けたが後遺症が残
り、西宮労働基準監督署で12
級の後遺症障害等級の決定が
なされた。
以前、シルバさんの弟さんの
件で武庫川ユニオンに労災申請
のことで相談に来られた経緯が
あり、会社に対し請求できること
はないのかと、相談に来られた。
2006年8月に武庫川ユニオン

は派遣元パースと派遣先の東
洋水産に対し、逸失利益・休業
補償・慰謝料などを要求した。
両社は、それぞれが代理人弁
護士を立て、一応団体交渉には
応じてきた。一時は和解に向け
た態度を示したが、結局、団体
交渉での解決はできなかった。
そこで、2007年3月16日、2社を
相手取り提訴することになった。
原告の主張は、雇い主である
派遣会社パースにも派遣先であ
る東洋水産にも安全配慮義務
があり、両社は連帯して安全配
慮義務違反の不法行為がある。
したがって休業補償・逸失利益・
慰謝料などの請求を行った。
会社は、本人の過失だと主張

し、「清掃中は滑りやすいので気
をつけてください」と記したポルト
ガル語の掲示をしていたと主張
し、写真まで証拠として提出して

きた。しかし、そうした掲示物は
見たこともないという。朝礼など
が行われ出席するが、すべて日
本語でなされており、外国人労
働者を派遣している、また、受け
入れていることに関し何の配慮
もなされていない。12月1日の証
人尋問には東洋水産で働いて
いた労働者をブラジルから呼ぶ
ことにしている。ぜひ傍聴をお
願いしたい。
派遣労働者の労災事故が多
発している。武庫川ユニオンが
滋賀県で労働相談を受けてい
るが、毎回必ず労災に関する相
談が寄せられている。労災申請

すらしない会社もあれば、労災
にしてやると言った表現をする
会社もあるが、事故を起こせば
大変なことになることを派遣会社
にも派遣先会社にも教え、当然
被災労働者の生活を守るために
も、補償を求める闘いが必要で
ある。もちろん労災が起こらな
い職場環境をつくらねばならな
いが、職場で組織化が進めない
と不可能であり、職場の外でで
きる取り組みは、労災事故は高
くつくことを教えることだと
思っている。

武庫川ユニオン

書記長  小西純一郎

相次ぐヘリの墜落事故
東京地裁●中部電力に損害賠償命令

事業場での労災職業病のイ
メージとは異なるのであるが、ヘ
リコプターの墜落事故は後を絶
たない。しかもパイロットはもちろ
ん、乗っている人のほとんどが亡
くなられることが多い。取材中
のヘリコプターが送電線に接触
して墜落した事故をめぐって、記
者の遺族が裁判闘争を闘われ
てきた。今回（7月31日）の東京
地裁の判決では、中部電力と、
ヘリコプターの運航会社の責任
を認めて、賠償を命じた。国の
責任は認められなかった。中部
電力は、承服できないとして、た
だちに控訴すると表明している。
航空法では地表または水面

から60メートル以上の「物件」に
障害標識の設置が義務づけら
れている。中部電力は送電線
は標識を付けるべき「物件」で
はなく、鉄塔も60メートル以下の
ものだとした。しかしながら、事
故で接触した送電線は谷をまた
がっており、谷間の道路からは
152メートルの高さにある。たし
かに鉄塔自体は斜面に立ってお
り、それは33メートルしかない。
このように鉄塔自体は低くても、
地表から電線までの高さが60
メートルを超える場所は全国で
8万数千か所もある。事故後に
国土交通省がそうした場所を点
検しで、約600か所について改
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善を進めてきた。中部電力管内
では事故現場も含めて102か所
が対象になり、年内に全での作
業を終えるという。
しかし、ベテランの操縦士も、
山の中を飛んでいると突然目の
前に送電線が現れる経験がある
と語り、多くの操縦士は抜本的
な解決にはほど遠いという。あ
る航空会社では独自に危険な
送電線をチェックして操縦士が
パソコンでチェックするようにした
が、実はそれでも不十分らしい。
国土交通省に全ての送電線の
位置を記した地図の公開を求め
るが、「テロ対策」などを理由に
実現に至っていないという。
「主張の半分は認められた
が、被告4者の責任が認められ
なければ、航空取材への安全
は確立できない」。亡くなった三
好志奈さんの父親の政寛さんは
記者会見で、裁判を続ける意向
を示した。志奈さんの兄の一徳
さんは、提訴までの1年余り、独
自に事故原因を調べてきた。そ
して単に機長が送電線を見落と
したのではないことを認識した。
母の由子さんも政寛さんと一緒
にヘリポートに足を運び、航空会
社が、送電線の位置を確認して
いなかったことも知った。こうし
た遺族たちの、自ら現場に足を
運んで事故原因に迫る地道な
努 力が、部分的にではあるが
認められたのである。遺族の目
標は、責任者がきちんと事故の
防止策を講じること。10回にわ
たった和解協議では、「再発防
止策を取ってくれるなら、賠償金
は弁護士費用だけでいい」と訴

えたという。
それにしても電力会社の態度

は許し難い。そして労災職業
病は、法律を守っていれば防げ
るのではなく、やはり現場の労働

者が「危 ない」と感じることをなく
していくことが基本であると、あ
らめて痛感させられる判
決である。

神奈川労災職業病センター

農村の環境保護をテーマに
ベトナム●メコンデルタ2008に8か国参加

参加型改善活動を学ぶ国際
トレーニング「メコンデルタ2008」
が、今年もベトナム社会主義共和
国カント市で、8月3日から10日に
かけて行われ、8か国から35名の
仲間が集った。今年で8回目とな
るこの国際トレーニングは、参加
型改善活動が活発なメコンデル
タで、1週間のスケジュールで参
加型労働生活改善活動を学ぶ
もので、東京労働安全衛生セン
ターが国際事務局となっている。
今回のテーマは、昨年来2年
間のプロジェクトとして続いてい
るアスベスト予防プログラム＝
APPLE（Asbestos Precautio-
nary Program by Local Em-
powerment）のフォローアップ
と、農村での環境改善活動＝
GREENだった。また今回、アフ
リカ・セネガルからの農業エキス
パートとILO本部、東アジアオフィ
スからの参加を得て、一層国際
色が豊かなトレーニングとなった。
8月3日、ホーチミン市タンソン

ニャット空港が集合場所。顔写
真付のガイドブックを事前に発
行していたため、空港でのピック

アップもスムーズだった。韓国か
らは農業改善活動を推進してい
るシンミオクさんやへオヨン先生
などが、タイからはチェンマイ大
学のタニーさんをはじめとする3
名と、タクシン大学のワンペンさ
ん、バングラデッシュからは東京
センターとも関係の深い労働衛
生環境財団のアラムさんらと出
会った。
日本からは、産業医科大学、
四日市看護医療大学、一橋大
学、東京大学の先生方や学生、
また国際労働財団や三菱総合
研究所の職員などが参加した。
東京センターからは、加藤浩次
さんが参加した。
空港にはカント医科大学の先
生方がチャーターバスで迎えに
来てくれた。カント医科大学は、
看護師や薬剤師などを要請す
る学校で3,000人の学生が学ん
でいて、このプログラムをベトナ
ム現地で企画しているトンタット
カイ先生が学長。カント市へ向
かう車内で自己紹介などが行わ
れ、5時間のバスの旅は友好ムー
ドに包まれた。
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8月4日朝、カント医科大学に到
着した私たちを、アオザイをまとっ
た先生方と歓迎のバナーが出迎
えた。海外からの参加者に加え
て、カント医科大学の参加者8名
が4グループに分かれて一週間
活動することになった。また、昨
年の参加者は助言者（ファシリ
テーターという）として各グループ
に配置された。
開会式では、産業医科大学
教授の伊藤昭好さんがスピーチ
を行い、ベトナム側は、カント市
国際友好協会代表のレタンハイ
先生が歓迎の挨拶を行った。ま
た、私たちが訪問するソンハウ
農場の代表も参加した。その
後、仲尾がメコンデルタプログラ
ムの経緯と特徴を紹介したキー
ノートスピーチを行い、カイ先生
が参加型改善活動についての
概論を講演した。その後、「対
策指向型ゲーム」という改善ポイ
ント30問をグループ討議で当て
るゲームで大いに盛り上がった。
昼の食事も大切な交流の場。

グループごとに集って「モッ、ハイ、
バ、ヨー」（1、2、3、乾杯）と掛け
声を合わせてベトナム料理を堪
能する。カント医科大学の調理
師さんたちが腕によりをかけて
作ってくれた食事で、メインディッ
シュは必ず野菜たっぷりのおな
べ。
初日の午後は、チェックリスト

の使い方、よい改善事例を集め
るとはどういうことなのか？など
の明日以降につながるプレゼン
テーションがあった。夕方女性
たちがアオザイ合わせから戻っ
た後に、ホアビンホテルで歓迎

パーティがあった。初日とはいえ
だいぶ親しくなった参加者たち
は各国の歌を披露し、カラオケに
合わせてダンスを踊った。とくに
タイのダンスは盛り上がり、タイの
参加者の指導の下に複雑な指
と腕の合わせ方を真剣にまねて
踊りの輪をつくった。
あくる日は7時にホテルを出発

し、ソンハウ農場へ向かった。ソ
ンハウ農場は社会主義共同農
場で、2002年から参加型労働
生活改善活動（WIND＝Work 
Improvement in Neighbor-
hood Development）が導入さ
れ大きな成果を収めているとこ
ろ。農場の入口でボートに乗り
換え、運河を上下して農家を訪
ねた。人数が多いので2グルー
プに分かれた。農家を訪問する
とそれぞれのグループに与えら
れている参加型改善トレーニン
グの課題に基づいて、よい改善
事例をデジカメで収集する。技
術セッションの課題は8つあり、そ
れが4グループに提出されてい

る。しかし、「チェックリスト演習」
及び「改善の実行」という改善
事例を集めなくてもよいセッション
もある。集めた写真はカント医
科大学で分類され、技術プレゼ
ンテーションの写真として採用で
きるかどうかをグループで討議し
て決めていく。チェックリストやマ
ニュアルの事例を見ながら、「あ
そこを撮ろう、ここもいいぞ」など
と皆で写真を撮るが、戻ってきて
みると案外よい写真が撮れてい
ないことに気がつく。そして、「よ
い改善事例を集めることはどうい
うことか」ということを、身をもって
体験するわけである。
このトレーングには2つの研修
がある。トレーニングに招かれた
農民や労働者は、各国の参加
者の話とよい事例を示すことを通
じて、参加型改善の方法を学び
自らも改善計画を作る。海外の
参加者は、トレーニングを企画す
ることを通じて、「よいトレーナー
になる条件とは何か」を学ぶ。
この2つのトレーニングが同時進
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行するところに、「メコンデルタプ
ログラム」の特徴がある。
海外の参加者は、プレゼン

テーションを作るだけではなく、プ
レゼンテーションの意味を体現し
たゲームやパフォーマンスをひと
つ行うことが義務付けられてい
る。確立されたゲームもあるが、
自分たちで作らなくてはいけない
ものもある。準備に与えられて
いる日は2日だけ。深夜まで準備
をしているグループもあった。
8月7日と8日はいよいよ本番で

である。今回のGREENという
農業の環境保護をテーマにし
た参加型改善活動のベースに
は、メコンデルタで開発され17か
国に広がっているWINDという
農村の労働生活改善活動があ
る。メコンデルタ地域では、この
改善活動が広く行われていて、
とくにソンハウ農場の活動はめざ
ましいものがある。GREENは、
WINDの活動に環境保護を付
加して、農村の中で環境保護活
動を前進させようとするもの。
スコールの中で行われた第1

日目は、農民にチェックリストの使
い方を説明したあと近くの農家
を訪問し、よい点と改善点を収
集した。この経験に基づいて、
技術セッションを2日間かけて行
う。技術セッションは6分野に分
かれていて、物の保管と移動、
ワークステーションデザイン、機
械の安全、物理的環境の改善、
環境保護＝GREEN、福利厚生
と作業編成である。それぞれの
技術セッションの前には皆で考え
たゲームやパフォーマンスを行っ
て技術セッションの意味を説明

する。そして最後のセッションは、
農民たち自身が、今後の改善計
画を立案し皆の前で発表する。
農民たちは修了証をもらい、2日
間で学んだことを実行する。そ
の結果は、村のボランティアによっ
て収集されるしくみになっている。
また海外の参加者は、初日の
お昼前、夕方の終了前、そして
2日目のお昼前にグループ討議
を行い、その時々の発表のよい
点と改善点を評価し、次のセッ
ションにつなげていく。このよう
にして、グループ討議により、ト
レーナーのスキルについての改
善も行なわれる。これをファシリ
テーターミーティングといってい
る。ファシリテーターミーティング
では、発表者の態度や技術セッ
ションの進行が評価された。初
日のミーティングで指摘された、
農民へのアイコンタクトや微笑
み、また簡単な質問を行ったりし
て研修への参加意識を強めるな
どが、2日目のプレゼンテーション
に生かされていた。しかし、私
語が多いなどの点はたびたび指
摘されたにもかかわらず、改善に
時間がかかった。
2日目からは、アドバイザーの
小木和孝先生、ILO東アジアオ
フィス代表のビルサルター夫妻も
参加され、最後のセッションには
東アジアオフィス勤務でメコンデ
ルタトレーニングの産みの親であ
る川上剛先生も参加されてにぎ
やかなものとなった。福利厚生
のセッションで日本のラジオ体操
を外で一緒にやろうということに
なり、ベトナム国旗と国際労働者
の旗「槌と鎌」がはためく下でテ

ープに合わせてラジオ体操を
やったことも印象に残った。
8日の夜、カント市国際友好協
会代表のレタンハイ先生が私た
ちを本部に招待してくれた。各
国の代表が会場にいくと、テレビ
カメラや数社の新聞記者が待
ち構えていて、大変驚いた。こ
の会議の様子は翌日に報道され
たそうだが、残念ながら私たち
は見る機会がなかった。いずれ
にしてもカント市あげてこのプロ
グラムを歓迎していることがわか
り、大変勇気づけられた。
最後の日は、アジア各国で行

われている参加型改善活動の
発表会があった。小木和孝さ
んとビルサルターさん、そして川
上剛さんが基調的な報告を行っ
た。アンハルベートさんのキル
ギスタンにWINDを導入した報
告や、アリオウセックさんのセネ
ガル導入への展望は参加型改
善活動が全世界に展開してい
ることがわかった。ベトナム側か
らはアスベスト予防プログラム＝
APPLEの成果報告など興味深
い発表があり、韓国からは農村
で始まっているWINDの現状が
報告された。
成果発表会の後は各国料理

パーティ。それぞれが持ち込ん
だお国自慢料理を作り審査員が
評価した。タイはグリーンカレー、
バングラデッシュはベンガルカ
レー、日本はお好み焼きで、ベト
ナムはソンハウ農場の婦人たち
が腕によりをかけて作ったメコン
デルタ料理などに舌鼓を打った。
料理の後は特設ステージでのパ
フォーマンス。ここでも各国の歌
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労働者参加で予防効果9倍
韓国●労働安全保険研究院の報告書

労働者が参加すれば労災が減
る／労働安全保健研究院報告
書･･･労災予防効果が9倍に

 労働者が労働災害の予防活動
に活発に参加すれば、災害減
少効果が9倍に高まることが明ら
かになった。また、事業場の自
主的な労災事故原因調査の管
理レベルと、現場労働者と管理
者間の協力支援のレベルが、労
災予防活動に少なくない影響を
及ぼしていた。
産業安全保健研究院の政策
研究チームは15日、『勤労者参
加と労災発生の関連性研究報
告書』で、「2006年、5人以上の
製造業者2,500か所を標本調査
した結果、労災事故管理がうま
くいっている所ほど安全保健管
理規定がキチンと守られている
と分析された」とした。

今回の報告書は、『産業安全
研究動向』9月号に載せられた。
イ・カンヒョン研究院政策研究
チーム長は、「労働者は産業安
全保健の直接的な恩恵の受恵
者だが、産業安全保健制度を
立案する過程や事業場での執
行の過程で排除されるケースが
多い」とし、「事業場の労働者の
産業安全保健への参加と疎通
が、産業災害を減少するのに肯
定的な影響を及ぼすという仮設
の下に、今回の研究を実施した」
とした。
研究チームは事業場で労災
予防のために労働者に提供す
る様々な安全保健サービスと、
労災の減少に及ぼす影響を構
造模型として設計し、各要因ご
とに相関関係を評価した。
その結果、事業場の労災予
防活動に最も大きな影響を及ぼ

す要因として、△労災事故の原
因調査、△現場労働者と管理
者間の協力支援、が明らかに
なった。
続いて、労使が様々なかたち

で安全保健問題を議論する『産
業安全保健委員会』が2番目に
影響を与える要因であり、事業
場の安全保健管理規定・方針
が3番目の要因であると分析さ
れた。
反面、労災予防活動に否定
的な影響を及ぼす要因として
は、安全保健管理の代行委託
業務であることが分かった。研
究院は「安全保健管理の代行委
託業務の実効性によって、事業
場の主体的な安全保健活動が
不足するという意味に解釈され
る」と分析した。
報告書はとくに、「労災の原因
調査のような事業場の労災予防
活動に労働者の参加と疎通が
介在すれば、労災発生率が9倍
も減少する効果が現われた」と
して、「産業安全保健委員会な
ど労使参加型の労災予防活動
は、労働災害率の減少に重要
な役割を果たしている」と明らか
にした。
チーム長は、「昨年、産業安
全保健委員会の設置対象事業
場が100人以上の事業場にまで
拡大したことは非常に肯定的な
方向」とし、「形式的な委員会の
設置や労災予防活動より、委員
会の運営の内容と活性化のレベ
ルが重要である」と強調し
た。

2008年9月16日　毎日労働

ニュース  キム・ミヨン記者

世界から

やダンスが披露され、日本の若
者5人組による激しいビートのダ
ンスは大いに盛り上がった。
帰国後、各国の方々から温か

い感謝のメールと「またベトナム
で会おう」というメッセージが国
際事務局に送られた。「メコン
デルタ2008」は大成功であった、
といってよいと思う。大きな病気
もなく安全に全員が帰国できた
ことに安心している。アスベスト

予防プログラムの成果が確認さ
れ、新たな農村環境保護プログ
ラムが海外の参加者と共に動き
出したことで、現地の改善活動
に一層の拍車がかかるだろうと
思われる。海外の参加型活動、
特にWINDの進展にも驚くもの
があった。皆さん、ぜひ来年は
ベトナムに行きましょう。

東京労働安全衛生センター
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AAC2009  アジア・アスベスト会議
アジアにおける草の根アスベスト運動の強化

【第一報】

日時 ： 2009年4月26-27日

会場 ： リーガル・リバーサイド・ホテル （香港・沙田）

はじめに

「 …アスベストがんの流行は世界的禁止がなされる前に世界中で1千万人の命を奪うかもしれ

ない」―Joseph LaDou （カリフォルニア大学）

「アスベストは、毎年約10万人の死亡者という、死と障害を引き起こしている最も重要なファク

ターである」

「 …170トンのアスベストにつき、肺の内膜の致死的ながんである中皮腫1件及び肺がん2件を

引き起こしている」―Jukka Takala （ILO SafeWorkプログラム・ディレクター）

2009年にアスベスト問題について語らねばならないということは、不幸なことであるばかりでなくゆゆ

しい悲劇である。 西洋の大部分の国では、かつては 「奇跡の鉱物」 と信じられたアスベストがもたらす

前代未聞の死と破壊のために、最低限必要なこととしてすでにそれを禁止するかその使用を削減して

いる。 他の諸国がとるべきであったもっとも論理的な措置は、世界中で数多くの労働者や住民を殺し

てきたうえに、いまも殺し続け、すでに完全に使用をやめた国においてさえさらに何年にもわたって殺し

続けるであろう、この有害な物質をただ禁止することだった。 それどころか開発途上諸国は、アスベス

ト生産国 ・ 輸出国によって新たな成長市場とされてきた。 中国とインドという世界最大の消費国をもつ

アジアはまた、アスベスト消費の最大の市場として浮上してきた。 そのうえアジアは、船舶解轍産業で

有名なアランやチッタゴンなどの場所をかかえる、船舶解轍の中心地でもある。 致死的なアスベストが

詰まった船舶が、その働かされている有害な環境について何も知らされていない出稼ぎ労働者たちに

よって（防護機器もなしに）解体されている。

見えない被害者

大量のアスベストが多くのアジア諸国で使用されているにもかかわらず、アスベスト関連疾患の事例

はほとんど表に現われていない。 アジアはまた、利益が労働者の生命に優先しているところにおける

安全衛生状態を象徴しており、これら諸国における診断も深刻な問題である。 ごくわずかの医師しか、

珪肺や石綿肺などの職業性肺疾患を正しく診断することができず、それらは結核として、当り前のよう

に診断されるか、あるいは誤診されている。 中皮腫の診断をすることは、問題外のことのように思われ

る。 この地域におけるアスベスト被災者が表に見えてこない理由は、多数の曝露労働者が適切な診

断を受けることもなく、自宅でひそかに息を引き取っていることに帰せられるかもしれない。 適切な診

断の欠如はまた、この地域でアスベスト関連疾患の補償事例がきわめて少数しかないことの主要な要

因でもある。

虚偽のキャンペーン

国際労機関（ILO）と世界保健機関（WHO）のどちらもが、すべての種類のアスベストが人間の健康に

有害であると明言し、すべての種類のアスベストの禁止を促進している。 にもかかわらず、かつてはカ
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ナダのクリスタイル研究所に先導され、いまではロシアの生産者に率いられたクリソタイル協会も積極的

に推進するようになったアスベスト製造擁護のロビーが、 「管理使用」 のもとで使われれば安全かつ安

価な物質だとして 「白アスベスト」 の販売促進を熱心に行ってきた。 管理使用は西洋でも達成困難であ

ったのであり、そのような状態がアジアに存在していると考えることは不可能であろう。 カナダのクリソタ

イル研究所に率いられたアスベスト・ロビーは、白アスベスト販売促進のために嘘と作り話をばらまき、ま

た、この地域のわれらが政府はそのキャンペーンのえじきとなって、何十万もの労働者や住民をこのよく

知られた有害・発がん物質に曝露させてきたのである。

アジアにおける草の根アスベスト運動の強化

前進するための唯一の道は、アジアですべての種類のアスベストを全面禁止することである。 しかし、

全面禁止を実現するためには、被害者を掘り起こし、エンパワーすることに加えて、草の根の動員が重

要である。 アジアでは、日本が事実上禁止を成し遂げた唯一の国であるが、これを達成するには石綿

対策全国連絡会議 （BANJAN） による20年の長きにわたる闘争が必要であったのであり、その過程で被

災者の組織が設立されたことが取り組みに大きな推進力を与えたのであった。 アジア全体での草の根

の動員と強化が、すべての種類のアスベストの全面禁止の達成に向けた鍵となる。

目   的

これまでの経験から、様々な分野、団体、国から代表が参加することが、会議の効果を最大限にする

ことがわかっている。AAC2009の使命は、 「アジアにおけるアスベスト全面禁止に向けた具体的戦略を

確立するために、アジアの草の根の活動家、研究者、医学及び法律の専門家らが集まる場」 を提供する

ことである。

AAC2009の特別の目標には、以下が含まれる。

・ 中国 ： アスベストに関する経験をより幅広い人々と交流する機会を提供し、また、今後の取り組みの

連携のための相互の関係を強化するために、複数の草の根のグループやキャンペイナーに手を差し

伸べる。

・ アジア ： 社会におけるアスベスト問題への注意を喚起するためのGAC2004及びAAC2006の成果を踏

まえ、アスベストまたは関連する諸問題に取り組む人々を発掘し、各国においてアスベスト問題に取り

組む効果的な戦略を確認し、各国のアスベスト関連安全衛生法令を改善させるのに役立つ情報を広

め、また、正式にアジア・アスベスト禁止ネットワーク （Ban Asbestos Network of Asia）を発足する。

・ 世界： アスベスト汚染による恐怖や死から未来の世代を守るために、アスベストの世界的禁止の実現

を促進する。

主催者

香港におけるアジア・アスベスト会議の主催者として4団体が予定されている。 香港に事務所を置くア

ジア・モニター・リソースセンター （AMRC） は、中国における草の根団体との連携に広い経験をもってい

る。AMRCはまた、香港その他の場所で大きな国際会議開催の経験があり、香港における今回の会議

開催に中心的な役割を果たすだろう。 イギリスのアスベスト禁止国際書記局 （IBAS） もまた、イベント全

体の内容、構成、計画及び実行について、AMRCとともに本会議取りまとめに指導的役割を果たすだろう。

開催地の他の団体として、工業傷亡権益会 （ARIAV）及び香港職工会連盟 （HKCTU）がある。

・ アジア・モニター・リソースセンター（AMRC、香港） ［http://www.amrc.org.hk/］

・ アスベスト禁止国際書記局（IBAS、イギリス） ［http://ibasecretariat.org/］

・ 工業傷亡権益会（ARIAV、香港）

・ 香港職工会連盟（HKCTU、香港） ［http://www.hkctu.org.hk/english/e_main.html］
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AAC2009 アジア・アスベスト会議 プログラム案

2009年4月25日

19 ： 00 ―歓迎ディナー（主催者歓迎挨拶）

 ―参加者紹介

 ―記者会見

2009年4月26日午前の部

09 ： 00 開会
 ―アジア・モニター・リソースセンター（AMRC）

 ―アスベスト禁止国際書記局（IBAS）

 ―世界保健機関（WHO）

 ―国際労機関（ILO）

 ―国際建設林産労連（BWI）

 ―香港政府労工処

10 ： 00-10 ： 40 全体会議
 4本の発表 （15分＋討論5分） を予定。2006年以降の進展に焦点をあてつつ現在の状

況を報告。 発表者を提案していただきたい。

 発表①―アスベスト被害： 世界的視点
 発表②―アジアにおけるアスベスト被災者のキャンペーン

10 ： 40-11 ： 00 休憩

11 ： 00-11 ： 40 発表③―アジアにおける労働組合の取り組み/（WHO/ILOが）提案する国の段階
的禁止戦略

 発表④―アスベスト疾患の診断及び補償/既存アスベストの管理/アスベストの代
替品

11 ： 40-12 ： 30 全体討論

12 ： 30-13 ： 30 昼食

2009年4月26日午後の部

13 ： 30 ワークショップ・グループ討論
 ワークショップ①―アスベストについて―何か？ どのようなものか？ どこにあるの

か？ 労働組合はどのように対処するか？
 国際建設林産労連（BWI）

 ワークショップ②―医学セッション―医師・専門家向け
 Dr. Sukanya、Dr. Murali、Dr. Rakhal

 特別セッション―アメリカのアスベスト破産財団へのアジアからの請求： 限定参加

15 ： 30-16 ： 00 休憩

16 ： 00 ワークショップ③―被害者のエンパワーメント
 チェ・イェヨン（韓国）、古谷杉郎（日本）
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世界から

 ワークショップ④―現実的アプローチ―アスベストの代替品（代替化、ノン・アスベ
スト利用の促進）、アスベストの管理、アスベスト廃棄物、アスベスト・セメント製品
の取り扱い

 Andy Oberta（アメリカ）、ベトナムの研究者

 アスベスト廃棄物、環境への影響など、他の課題も検討

18 ： 00 第1日目終了

2009年4月27日午前の部

09 ： 00 ワークショップ報告

09 ： 40-11 ： 00 課題別ラウンドテーブル
 各ラウンドテーブルは1名の発表者による課題の紹介（40分）の後に討論を行う予定。

 ラウンドテーブル①―中国及びアジアの他の地域におけるアスベストの採掘及び
加工

 工場の状態及び労働安全衛生状況

 ラウンドテーブル②―アスベスト産業の国際移転
 日本、韓国、インド

11 ： 00 休憩

11 ： 20-12 ： 40 ラウンドテーブル③―造船及び船舶解轍産業
 バングラデシュ、インド

 ラウンドテーブル④―補償

12 ： 40 昼食

2009年4月27日午後の部

13 ： 40 統合・戦略セッション

15 ： 30-16 ： 00 休憩

16 ： 00 アジア・アスベスト禁止ネットワーク発足
 香港宣言
 表彰セレモニー

17 ： 00 閉会

本プログラム案は、今後の発表者の確定につれてさらに調整される予定。 ワークショップ及びラウンド

テーブルの発表者には原稿を提出していただく予定。 時間の制限のために、ラウンドテーブルではすべ

ての方に時間を割り振れないかもしれないが、提出された原稿は抄録集に収録されて、会議における討

論に供される。 抄録を2009年1月15日までに送付していただきたい。

会議全体への参加費は250US$の予定（宿泊費等込み、旅費は除く）。
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